
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】
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１　【事務事業の全体概要及び背景】

単位 23年度（実績）

2,455,330

16,792 16,838
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2,500
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24年度（実績） 25年度（実績） 28年度（計画）

3.7023,2503.10

17,412

30,150 4.020

1,464

42,876

23年度（実績）

26,084

徴収額（現年度分）

千円

％
千円

17,41217,554

26年度（実績）

件数電話催告

消耗品　13
通信運搬費　2,792
口座振替手数料　335
収納サービス手数料　1,200
電算委託料　13,320

５月に暫定賦課を行い、８月に本算定納税通知の発送
本算定発送後は、毎月更正処理を行う
未納者に対しては、納期限２０日経過した時点で督促状を
発送
文書での督促の他に、電話催告（平日・夜間・休日）を実施
その他、口座振替の積極的な推進

予
算
科
目

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

国保税現年度徴収率

現年度徴収率
87.3％

国民健康保険の加入者に対し、国民健
康保険税の賦課、徴収を行い国民健康
保険の健全な財政運営を行う。
近年の長引く景気低迷等により、調定額
が下がり続けている状況にあり、収納率
の向上が課題となっている。

④
対象
指標
⑤

成果
指標

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

調定額（現年度分）

４　【事業費の内容（決算額）】

世帯

３　【年度目標】

H29事業計画
左に同じ

根拠法令
負担金の有無

目

件数

29年度（計画）

【DO】事務事業の実施

・国民健康保険税の納税通知書の発送
・年度を跨いで資格や所得の異動があった方の遡及
賦課処理を行う。
・未納者に督促や催告書の送付と電話催告を行う。

国保税未納者
督促状

世帯

―

手
段

⑥
活動
指標

補助金の有無

関連計画

国保加入世帯数
単位

左に同じ

―
実施手法

評価区分

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

事
業
期
間

Ｈ１８

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます 開始年度

共催者・関係団体

―
継続

市単独

単年度繰返し

終了年度

所属部課名

―
後期基本計
画重点視点

義務的事業

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業番号

総
合
計
画 小施策

政
策
体
系

政策
小政策
施策

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

【PLAN】事務事業の計画

新規・継続

事務事業名
事務事業性質
重要事務事業

1

評価事業
総合計画実施計画

賦課徴収事務

平成27年3月31日
保険年金課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

85.3

2,200

27,750 30,195

直営

3,229

17,412

17,412

4.020

1,290

4.020

2,346 2,346

記入日

会計
国保特会

款

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

徴税費 国民健康保険税賦課徴収事業賦課徴収費

５　事務事業の目的と手段

５月に暫定賦課を行い、８月に本算
定納税通知の発送
本算定発送後は、毎月更正処理を
行う
未納者に対しては、納期限２０日経
過した時点で督促状を発送
文書での督促の他に、電話催告（平
日・夜間・休日）を実施
その他、口座振替の積極的な推進
税率の見直し

細目名項
国民健康保険法、地方税法



⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

国民健康保険の加入者は、社会保険とは異なり自営業者・年金収入者・無職者など低所得者や所得変動が有る方々が多く、かつ、加入者の平均
年齢も高い他に、近年の長引く景気低迷が更に後押しとなる状況下での収納率向上は非常に難しい。
  【平成２５年度】　所得：１００万円未満の世帯が加入世帯の約５割・年齢：６０歳以上の世帯が加入世帯の約６割（笠間市の現状）

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

効
率
性
評
価

全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

笠間市国民健康保険税条例に基づいて、財政の健全化を図るため、適正な賦課及び徴
収事務は必要不可欠である。

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国保税の適正な賦課・徴収を遂行するためには事業費・人件費ともに削減の余地はない

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

前年対比で収納率は年々向上しているが、県平均の収納率には達成していない。
昨年度に引続き、口座振替の推進と電話催告を継続するほかに他の市町村の納付状況
等を分析するなど更なる収納向上に努める。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

・県内で収納率が高い市を調べると、口座振
替による納付が高い。
　笠間市は、口座振替の原則化後、振替件
数は増えているが、まだ収納率上位市より低
い。
　来年、本算定後、毎月行っている税額更正
処理で納付書を送付する世帯に対し口座依
頼書を同封するなど更なる推進を図る。

③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・ねんきんネット情報を活用し保険重複
加入者への職権喪失処理については、
処理完結までに時間がかかる事が問題。
　課題としては、どうしても空き時間での
処理となりがちのため、早い時期から取
組む。

平成２６年度実績
　191世帯処理　調定額　▲17,942,100
円

①改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

・口座振替原則化は、県も注目をしており、
他の市町村に推進している状況なので引続
き継続。

・電話催告は、２５年度より臨時職員を３人か
ら２人の１人減とし経費を削減したものの、ほ
ぼ同じ位の実績が見込まれる事から引続き
継続。

・ねんきんネットを活用し、重複加入者への
職権資格喪失処理は、一定の成果が有る事
から引続き継続。

国民皆保険であり、廃止した場合、医療保険が成り
立たなくなる。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・口座振替年間依頼件数
　　Ｈ２６年度：3１,４３８件
　　　（昨年度 ３０,６６３件）
　　前年度対比で775件増

・電話催告の実績（見込）
　　３月末：約２，５００件
    前年度対比で横ばい

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

④取組状況

資源配分

国保加入者の資格管理については，年金データの活用により，適正に
処理している。また、国保税の収納率については、目標収納率を達成し
ているものの、県平均に達していないことから、口座振替等を積極的に
行い、収納率の向上を図っていく。

総合評価

今後の方向性

現  状  維  持

評価理由

現行どおり継続

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

茨城県の国民健康保険税収納状況は、長引く経済の低迷などの影響により全国平均を下
回っています。（平成２５年度統計調査より）
笠間市も例外ではなく、収納率は年々向上しているものの県平均収納率には至っていな
い、引続き更なる向上にむけての取組が必要である。

一次評価結果

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

13,454

トータルコスト（ア）＋（イ）

他課の協力分

国保ガイドブック　　　　　　　　　

人件費計（イ）

ジェネリック使用促進シール台紙

国保だより                            

指標区分

部

単位

活
動
指
標

15,000 15,00015,000

3,200

17,000

2,7002,700 2,700

成
果
指
標

対
象
指
標

国保加入者　　　　　　　　　　

13,471 13,29513,315

23,37424,290

51

27年度（目標）

千円

高齢受給者証リーフレット　　　　

23,374

千円

千円

千円

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画

小施策

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

評価区分
2

２　国民健康保険の安定運営

趣旨普及事業（国民健康保険）

２　社会保障

千円

国保税の本算定納税通知書の送付時に「国保だよ
り」を作成し同封している。
年度末の保険証送付時に「国保ガイドブック」を作成
し同封している。

0.42

その他

職員割合

千円

千円 574

一般財源

事業費計（ア）

25年度（実績）

県支出金

24年度（実績）

地方債

事業費

事
業
費

23年度（実績）

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

3,201

千円

人
件
費

24,94125,27325,666

3,200

部

人

国保加入世帯 世帯 13,29513,33513,501

部

部

3,150

17,000

24年度（実績）

3,2003,204 3,200

2,685

17,000

28年度（目標）

17,000

18,000

3,724

17,000

3,150

18,00018,000

3,000

3,618

2,685

17,000

千円

17,000

25年度（実績）

17,000

2,685

500

0.360 2,700

500519

0.358

国保加入世帯

部

17,000

26年度（実績）

500500

0.360 2,7002,7000.3602,685

2９年度（目標）

17,000

29年度（計画）

500

所管省庁

市単独

補助率

記入日
所属部課名

後期基本計
画重点視点

平成27年3月31日
保険年金課

共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

制度の普及、啓蒙を図るためパンフレット等を作成配
布し、国保制度が相互扶助に基づく医療制度である
ことを理解していただく。

単位

４　【事業費の内容（決算額）】

需用費（印刷製本費）519千
円

人国保加入者

H28事業計画
同上

H29事業計画
同上

世帯

【DO】事務事業の実施

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

519

28年度（計画）26年度（実績）

500

事業費及び指標の推移

単位

財
源
内
訳

国庫支出金

部

部国保ガイドブック
国保だより

部

574

嘱託臨時

時間外

千円

千円 3,150

468

0.36

516

0.42 3,150

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

評価事業

総
合
計
画

総務費
関連計画

―

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

小政策
施策

①対象
(働きかける相手・もの）

国保加入者

国民健康保険制度の普及、啓蒙を
図るため、本算定時に送付する納税
通知書に同封する「国保だより」の作
成、年度末に送付する保険証に同封
する「国保ガイドブック」の作成、ジェ
ネリック医薬品利用促進リーフレット
の作成。

―
補助金の有無

・「国保だより」の作成
・「国保ガイドブックの作成」
・ジェネリック使用促進シール台紙印
刷

H27事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

国保特会
目

実施手法
―

負担金の有無

予
算
科
目

・「国保だより」の作成
・「国保ガイドブックの作成」
・ジェネリック医薬品使用促進リーフレット
・ジェネリック使用促進シール台紙

根拠法令
会計

一部委託

細目名

３　【年度目標】

政策的事業

事
業
期
間

開始年度

H18

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

終了年度
継続新規・継続
―

単年度繰返し

23,827

3,000

23年度（実績）

18,000

趣旨普及費
款

趣旨普及費 標準的経費
項

高齢受給者証リーフレット

⑥
活動
指標

468

27年度（計画）

465

ジェネリック使用促進シール台紙



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

国保制度の趣旨広報ができない場合は影響は大き
い。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

全体総括（振り返り，反省点）一次評価結果

パンフレット等を作成し配布することは、保険制度の趣旨普及を図るためには有効である。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

被保険者世帯にパンフレット等を配布し、国民健康保険制度の趣旨普及を図っているので
有効である。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

制度自体複雑で、また、毎年のように法改正があるため、それに対応するための手段として
は必要である。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

国民健康保険制度は、原則として被用者保険の適用者以外の国民すべてを被保険者とし、その疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な給付を
行い、社会保障及び国民保健の向上を図っている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

国保被保険者へ制度をわかりやすく解説のため作成するもので，多岐
にわたる制度や今後の制度改正を含め，現行どおり実施していく。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

現  状  維  持資源配分

【PLAN】事務事業の計画

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

相互扶助として加入者の協力により成り立っている制度であり、国保税や医療制度の理解
を得るとともに、被保険者に対し、医療機関への受診や各種届出・申請等について周知を
行うことで、健全な運営を図る。

①改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

活
動
指
標

23,968

回

単位

千円

人
件
費

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

事業費計（ア）

1.10 8,250

1,577,661その他

1.10千円 8,250

347,199

件

3

4,655,350

322,866 345,472325,912

回 4

24,343 23,482 23,099

22,389

322,866

4

325,912

千円時間外

他課の協力分

嘱託臨時

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

千円

千円

千円

4,524,6044,535,666

348,935

件

3

8,250

321,356

23年度（実績） 24年度（実績）

3

4

20,456

4

3

一般被保険者療養給付費支払件数

国保加入者数

千円

千円

千円

・国保連合会からの請求に対しての
支払
・療養給付費負担金（国庫負担金）
に対する申請書、実績報告書の作成
報告
・調整交付金（国・県補助金）に対す
る申請書、実績報告書の作成報告

同上

国保加入者

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。

国保加入者数
５　事務事業の目的と手段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

職員割合

事
業
費

地方債

4,431,804

一般財源

千円

1,822,896 1,819,272

208,602

1,280,276

負担金申請回数

退職被保険者療養給付費支払件数

実績報告申請回数

4,661,163 4,967,642

27年度（目標）26年度（実績） 2９年度（目標）

348,935

28年度（目標）

20,710

4,961,8294,817,310

348,935

4

受診件数

金額

321,356件

千円

5,813

347,199

4,682,813 4,823,123

0.775

5,813

0.775

22,637

4,677,000

348,935

22,18422,184

3

4

23,000

4

5,813

33

4,440,054

25年度（実績）

8,250 6,188

成
果
指
標

4,431,804

対
象
指
標

人

4,527,416 4,518,416

23,000

5,813

1,266,612

5,813

23,957

1,343,749

4,677,000

23,000

5,813

345,472

5,813

4,655,350

0.775

1,857,674

1,304,610

4,817,310

5,813

4,518,416

1,260,748

1,922,3021,866,313

0.775

4,961,829

0.83

319,420

実績報告申請回数

24年度（実績） 25年度（実績）

1,242,991

県支出金 212,498

千円

27年度（計画）23年度（実績）

手
段

件

回

事業費及び指標の推移

事業費

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払い
を行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担
金、補助金の申請実績報告を行う。

千円

1,277,7311,379,023

一般被保険者療養給付費支払件数

財
源
内
訳

国庫支出金

1,979,971

1,266,518

1,237,238 1,318,689

29年度（計画）

1,280,281

299,690 310,117301,084

28年度（計画）26年度（実績）

単位

H28事業計画

款

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】

療養給付費 義務的経費
補助金の有無

―

国民健康保険法

H29事業計画
同上

国保特会
会計

一般国保加入者が療養の給付に要
した保険者負担分の費用を国保連
合会を通して各医療機関に支払、国
県に対して負担金、補助金の申請、
実績報告を行う。

H27事業計画

・国保連合会からの請求に対しての支払
・療養給付費負担金（国庫負担金）に対する申請書、実績
報告書の作成報告
・調整交付金（国・県補助金）に対する申請書、実績報告書
の作成報告

２　社会保障

事
業
期
間

細目名

終了年度

単年度繰返し

国41%県9%
継続

関連計画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕 新規・継続

所管省庁

厚労省

補助率

４　【事業費の内容（決算額）】

記入日
所属部課名

共催者・関係団体

―
実施手法

―

平成27年3月31日
保険年金課

補
助
単
独
区
分

負担金補助及び交付金
４，６５５，３５０千円

一部委託

国・県補助

後期基本計
画重点視点

負担金の有無

④
対象
指標

項
保険給付費 療養諸費

目
根拠法令

開始年度

H18

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

２　国民健康保険の安定運営

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

政
策
体
系

政策
小政策

小施策

総
合
計
画

施策

義務的事業

―

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

3
評価区分

一般被保険者療養給付事業事務事業名

事務事業番号

評価外事業

⑤
成果
指標

件

回

受診件数
金額

退職被保険者療養給付費支払件数

単位

212,076

⑥
活動
指標

6,188

1,211,746 1,209,337

4,527,416

千円

人

件

負担金申請回数



全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

名称

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

フォローアップ　前年度の課題や問題点

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

その他【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果

資源配分

総合評価

今後の方向性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

【PLAN】事務事業の計画
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

必
要
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

療養諸費

25年度（実績）

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払い
を行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担
金、補助金の申請実績報告を行う。

療養費 国民健康保険法

23年度（実績）

同上

単位

14,438

千円

2,491

15,117

1.40 10,500

15,496

手
段

54,428

受診件数 7,100

千円

件 7,100

53,127

件

14,088

回

13,477

28年度（計画） 29年度（計画）27年度（計画）

14,088

総
合
計
画

重要事務事業
総合計画実施計画

目 細目名

H18

・国保連合会からの請求に対しての
支払
・柔道整復師からの請求に対しての
支払
・補装具等国保加入者からの請求に
対しての支払

１　【事務事業の全体概要及び背景】

義務的経費保険給付費

２　国民健康保険の安定運営
項

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

予
算
科
目

会計
国保特会

・国保連合会からの請求に対しての支払
・柔道整復師からの請求に対しての支払
・補装具等国保加入者からの請求に対しての支払

事務事業性質評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

一般被保険者療養事業

義務的事業

記入日
所属部課名4

事務事業名

指標区分

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円

18,036

8,0631.075

千円

事業費計（ア）

時間外

9,308

単位 23年度（実績） 24年度（実績）

1.40 10,500

千円

26年度（実績）

千円

千円

53,127 54,870

共催者・関係団体

国41%県9%

補
助
単
独
区
分

補助率

国・県補助 厚労省

後期基本計
画重点視点

平成27年3月31日

負担金申請回数 回

所管省庁

継続

千円

件

人

⑤
成果
指標

―
―

―
負担金の有無

―
補助金の有無

終了年度
２　社会保障

実施計画・事務事業評価共通調書

8,813

1.175

嘱託臨時

保険年金課

2,956 3,440

一般財源

人件費計（イ）

地方債

22,217その他

2,593

22,038 15,631

8,063

国庫支出金

千円

千円

事務事業番号

財
源
内
訳

53,44053,440

17,729 17,729

18,18318,183

8,8131.1758,8131.175 8,813

53,440

千円

千円

3,440 3,440

8,813

千円

事業費

県支出金

人
件
費

千円

14,322

事
業
費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

58,163

職員割合

他課の協力分

54,428

9,3081.24

50,100

18,183

17,729

26年度（実績）

14,088

8,813

23,099

53,440

421

3

22,18422,637

420

4

7,100

4

422

4

53,440

3

7,100

3

7,140

4

50,100

2９年度（目標）

422

28年度（目標）

62,253

27年度（目標）

7,100

53,440

22,184

62,253

7,140

62,253

7,100

3

7,348 7,726

活
動
指
標

退職被保険者療養費保険者支払分件数

負担金申請回数

成
果
指
標

対
象
指
標

金額

24,343

一般被保険者療養費保険者分支払件数

3

件

4

457

国保加入者数

件

回

回

人

7,4707,726

15,622

2,572

3

571

4

16,464

19,055

7,348

65,370

10,50010,500

63,627

3

63,736

25年度（実績）

7,470

23,968

4

23,482

実績報告申請回数

547

54,870

４　【事業費の内容（決算額）】

負担金補助及び交付金
５０，１００千円

受診件数

国保加入者数
５　事務事業の目的と手段

一般国保加入者が療養に要した保
険者負担分の費用を国保連合会、
柔道整復師等に支払、国・県に対し
て負担金、補助金の申請実績報告を
作成報告する。

④
対象
指標

同上

金額
件

単位 24年度（実績）

国保加入者

【DO】事務事業の実施

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

事業費及び指標の推移

⑥
活動
指標

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

実績報告申請回数

一般被保険者療養費保険者分支払件
退職被保険者療養費保険者支払分件

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

単年度繰返し

一部委託

根拠法令
関連計画

実施手法

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。

３　【年度目標】

款

政
策
体
系

新規・継続
事
業
期
間

開始年度小政策
施策

小施策

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

政策



　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

①改革・改善案

一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

効
率
性
評
価

全体総括（振り返り，反省点）

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

評価理由

総合評価

今後の方向性

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

【PLAN】事務事業の計画



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

33.06 32.72％ 34.46支給率 33.93 35.16

576,790

23年度（実績）

7,923

538,224 533,703

7,684

25年度（実績）

388 376

7,920

24年度（実績）

370324

26年度（実績）

7,838

9,375

7,593

518,915

528,849

1.25 9,375

187,392

36,36333,563

192,189

7,9201.09

564,856

7,9208,183

28年度（計画）25年度（実績）

148,912148,912

・国保連合会より請求のあった現物分高額療養費、国
保加入者から請求のあった償還払い請求の支払い。
高額療養費の支払い分に対しての負担金、補助金の
申請実績報告を行う。

23年度（実績）

36,363

千円

192,189213,567

9,375

214,920

1.25

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

千円

千円

564,856568,870525,520

1.056

千円 23,942

148,912

187,392

158,276

509,540

36,363

140,871

29年度（計画）

147,488

24,480県支出金 24,635

対
象
指
標

23,968 23,09923,482 22,637人国保加入者 24,343

7,800

148,423

トータルコスト（ア）＋（イ）

地方債

時間外

他課の協力分

人件費計（イ）

人
件
費

事
業
費

145,407

181,915

9,375

嘱託臨時

204,793139,985

177,487

千円

退職被保険者高額療養費支払件数

一般被保険者高額療養費支払件数

財
源
内
訳

国庫支出金

件

件

指標区分

活
動
指
標

単位

千円

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円職員割合

千円

千円

千円

千円

千円

その他

370

35.8831.19

21,740

370 370

22,184

8,183

564,856

187,392

192,189

153,027

負担金補助及び付金
５６８，８７０千円

H29事業計画

27年度（計画）

単位

同上
H28事業計画

④
対象
指標

同上

退職被保険者高額療養費支払件数 件

24年度（実績）

政
策
体
系

H27事業計画

総
合
計
画

款

継続

保険給付費
実施手法

高額療養諸費

４　【事業費の内容（決算額）】

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

手
段

単位事業費

件

事業費及び指標の推移

負担金の有無

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

5

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

一般被保険者高額療養事業

事
業
期
間

政策
小政策
施策

小施策

事務事業名

２　国民健康保険の安定運営
２　社会保障

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

27年度（目標）

7,920

1.056 7,9201.056 1.056 7,920

7,920

572,776572,776572,776

7,920

7,800 7,800

28年度（目標） 2９年度（目標）

項 目

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

平成27年3月31日

―一部委託 ―
補助金の有無

保険年金課
所管省庁補

助
単
独
区
分

国民健康保険法根拠法令
関連計画

厚労省

補助率 国41%県9%

国・県補助

高額療養諸費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・国保連合会からの現物高額療養費の請求への支払い。
・被保険者からの償還払い高額療養費の申請請求に対して
の支払い。

被保険者の自己負担分が政令で定
める額を超える場合高額療養費とし
て支給。国、県に対して負担金、補
助金の申請、実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会

細目名
義務的経費

目
的

５　事務事業の目的と手段

一般被保険者高額療養費支払件数

・国保連合会からの現物高額療養費
の請求への支払い。
・被保険者からの償還払い高額療養
費の申請請求に対しての支払い。

３　【年度目標】

⑤
成果
指標

％支給率
②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

医療費の自己負担分が高額となった被保険者の経
済的負担を軽減する。

国保加入者
人国保加入者



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

①改革・改善案

名称

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

有
効
性
評
価

国民健康保険制度が発足してから被保険者の医療費支払を容易にするため実施されている。国保制度が改正や自己負担限度額の変更もある中、
高度医療による高額療養費の支給が増加している。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画
評価理由

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・国保連合会の請求に対して１件当り
４２万円を上限として支払う。
・１件当り４２万円に満たない国保連
合会からの請求に対し差額分を被保
険者に支払う。
・事務費１件当り２１０円を支払う。

同上 同上

細目名

2９年度（目標）

100

28年度（目標）

47,325

⑥
活動
指標

出産育児一時金支払件数

28,000

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

6事務事業番号

出産育児一時金支給事業

評価区分

評価外事業

支給額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

出産育児諸費国保特会

一部委託 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

1,125

事業費

職員割合

420,000420,000

28,000

24,290

110

0.150

1,125

101 95

25年度（実績）

0.15

28,773

1,125

44,213 41,025

1,973

100

手
段

・国保加入者の出産に対して、国保連合会を通じて
医療機関への支払いを行い、差額が生じた場合は加
入者に差額分を支払う。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件出産育児一時金支払件数

26年度（実績）

1,125

1,125

26年度（実績）

0.26

成
果
指
標

420,000

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

1,125千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

420,000

国保加入者

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

件

国保加入者

国保加入者の出産に対して、出産育児一時金を支給
し経済的負担を軽減する。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

被保険者の出産に対して国保連合
会からの請求に対して支払う。
３分の２を一般会計から繰入れする。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0

30,800

0.15 1,973

23年度（実績）

1,350

42,000

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
義務的経費

実施手法
―

④
対象
指標

国保加入者
単位

・負担金補助及び交付金
　　　　３９，９００千円
・役務費　　 ２０千円

⑤
成果
指標

円

27年度（計画） 29年度（計画）

14,000 14,000

420,000

25,273 23,37424,941 23,374

0

23,827

27年度（目標）

支給額 420,000420,000

25,666

24年度（実績）

106 104

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

15,122

28,520

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

14,097

44,220 42,00042,000

14,080

42,240

1,1250.1501,1250.150

28,160 26,600

39,900

15,400

46,200

13,300

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

45,345

時間外

千円

人件費計（イ）

保険給付費 出産育児一時金

千円

事業費及び指標の推移

43,125

1,125

・国保連合会の請求に対して１件当り４２万円を上限として
支払う。
・１件当り４２万円に満たない国保連合会からの請求に対し
差額分を被保険者に支払う。
・事務費１件当り２１０円を支払う。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

44,767

1,125

43,642

その他

千円

円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

出産育児一時金「40.4万円」と産科医療保障制度加入医療機関での分娩では「1.6万円」加算し、「４２万円」が支給されることから、被保険者が安心
して公平に支給を受けることができる。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

50,000

26年度（実績）

140 150

円 50,000

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

支給額 50,00050,000 50,000

2,0102,010

150

25年度（実績）

千円

1,125

24年度（実績）

2,010

9,010 9,510 9,510

162

23年度（実績）

143

7,150

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

7,150

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上国保加入者の死亡に対し、申請によ
り１件当り５万円を支給する。

同上

５　事務事業の目的と手段

国保加入者の死亡に対し葬祭費を
支給する。

国保加入者の死亡に対し、申請により１件当り５万円を支給
する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

7,250

事
業
費

・国保加入者の死亡に対し、申請により葬祭費を支給
する。

国保加入者の死亡に対し、葬祭費を支給し経済的負
担を軽減する。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

7,250

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

笠間市国民健康保険条例根拠法令葬祭諸費
補助金の有無

総
合
計
画

款

葬祭費支払件数

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

1,125

時間外

件

1,125

8,875 8,275

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0.15

7,750

1,125

7,750

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 0.15 0.27

24,94125,273国保加入者数 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 9,245

150

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

145

2９年度（目標）

対
象
指
標

50,00050,000

23,37423,827

1,995

23,374

0.268 2,010 0.2680.268

1,995

7,500

2,010

7,000

7,000 7,500 7,500

2,010

小施策
細目名

保険給付費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

7

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

葬祭費支給事業

事
業
期
間

関連計画
義務的経費

項 目
葬祭諸費

政策
小政策
施策

直営

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

市単独

9,510

27年度（目標）

2,010

23年度（実績）

⑥
活動
指標

葬祭費支払件数

継続

件

国保加入者数

29年度（計画）

円

7,500

7,500

0.268 2,010

7,500

共催者・関係団体

―

負担金補助及び交付金
７，０００千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

支給額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

法令に定める支給額を参考として、条例に定めるものであり、被保険者が死亡した場合に、その葬儀を行った者に公平に支給される。平成２０年度
から後期高齢者医療制度が開始されたことにより対象者が減少した。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

503,371

24年度（実績） 26年度（実績）

事
業
費

383,896

25年度（実績）

516,933

92,565

530,035国庫支出金

一般財源

528,458

116,349 116,003

375,656 375,656265,632140,060

回

人 24,941

千円

単位

対
象
指
標

活
動
指
標

4

国保加入者数

被保険者１人当りの支援金

実績報告回数

毎月支払

負担金申請回数

指標区分

千円

千円

千円

千円

千円

H27事業計画 H28事業計画

1,336,685

0.05

188

H29事業計画
・社会保険診療報酬支払基金からの
納付書で毎月５日までに支援金を納
付する。
・後期高齢者支援金に対する国県の
負担金補助金の申請実績報告を行
う。

同上 同上

千円

実績報告回数

月
⑥

活動
指標

単位

①対象
(働きかける相手・もの）

国保加入者

23年度（実績）

記入日
所属部課名

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

25,27325,666

3

12

千円

375

3

25年度（実績）

44

3

23年度（実績）

回

月

嘱託臨時

人件費計（イ）

時間外

事業費計（ア）

職員割合

他課の協力分

地方債

県支出金

人
件
費

財
源
内
訳 その他

0.05 375

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

事業費及び指標の推移

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます
補助率

手
段

総
合
計
画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

回

【DO】事務事業の実施

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・後期高齢者医療制度による支援金を国保税、国県の負
担金補助金より社会保険診療報酬支払基金を通じて納付
する。　　　　　・後期高齢者支援金に対しての負担金、補
助金の申請実績報告を行う。

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

383,896 383,896

千円

0.020

1,288,922

150千円

1,156,942

375

千円

千円

63,658

0.020

508,579462,173

127,740

1,157,317

296,452

1,289,072

51成
果
指
標

45 50 5756 57

3 3

23,37423,827 23,374

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

―

負担金補助及び交付金
１，２８８，９２２千円

12

負担金の有無

27年度（計画）

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日まで
に支援金を納付する。
・後期高齢者支援金に対する国県の負担金補助金の申請
実績報告を行う。

・

後期高齢者医療制度に対する支援金を納付する。

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

1,336,835

４　【事業費の内容（決算額）】

491,084

国保加入者数

負担金申請回数

12

3

4

150

単位

4 4

1,336,835

0.020150

1,336,835

27年度（目標） 28年度（目標）

千円

3

380,753

1,292,769

0.020150

1,336,685

1500.03 188

1,336,6851,258,137

人

被保険者１人当りの支援金

491,084

29年度（計画）

491,084

回

３　【年度目標】

86,049

12

375,656

86,049

28年度（計画）

毎月支払

348,009

86,049

④
対象
指標
⑤

成果
指標

厚労省

後期高齢者医療制度による支援金を
各保険者において社会保険診療報
酬支払基金を通じて納付する。後期
高齢者支援金に対する国県の負担
金補助金の申請実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 後期高齢者支援金等

款
国民健康保険法

細目名
後期高齢者支援金後期高齢者支援金等 義務的経費

関連計画
根拠法令

項

１　【事務事業の全体概要及び背景】

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

国41%県9%
終了年度

平成27年3月31日

目

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業

8
所管省庁義務的事業

―

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

後期高齢者支援事業

事務事業性質
重要事務事業

保険年金課

―

補
助
単
独
区
分

国・県補助
総合計画実施計画

2９年度（目標）

150 150 150

12

24年度（実績）

375

4

26年度（実績）

1,292,957

53

1212

1,258,512

24,290



　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

必要性

有効性

効率性

フォローアップ　前年度の課題や問題点

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

   　適切

   　適切

   　適切

④取組状況

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

総合評価

今後の方向性

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【PLAN】事務事業の計画
評価理由

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

７５歳以上の者が加入する後期高齢者医療制度に要する費用は、総費用額より自己負担分を除いた額に対して、４/１２を国、１/１２を県、１/１２を市
町村が負担し、残りの半分のうち、１/５の額については、後期高齢者医療制度の加入者の保険料とし、４/５を各保険者で負担する仕組みとなってお
り、その国保分として負担するもの。事業主体は社会保険診療報酬支払基金。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

被保険者１人当り納付金

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

国保加入者数

目
的

H27事業計画 H28事業計画
・社会保険診療報酬支払基金からの
納付書で毎月５日までに前期高齢者
納付金を納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の
負担金補助金の申請実績報告を行
う。

H29事業計画

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

単位
人

活
動
指
標

66

0.05 150

1,685

375

0.03

1,193

0.020

910

188

150188

23年度（実績） 24年度（実績）

375

総
合
計
画

小政策
施策

小施策

951

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費の
不均衡を調整するため前期高齢者納付金を社会保
険診療報酬支払い基金を通じて納付する。

⑥
活動
指標

25年度（実績）事業費

1,310

毎月支払

26年度（実績）

336

一部委託

人

実施計画・事務事業評価共通調書

関連計画

開始年度

根拠法令

9

評価外事業

前期高齢者納付金
細目名

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

２　社会保障

前期高齢者納付事業

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

項 目

150

134 41

25,666 25,273

150

【DO】事務事業の実施

61

23年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

171

1,069

375375

115

554

0.020 0.020

27年度（計画）単位

318

353

481

353

3,429

事
業
費

財
源
内
訳

国・県補助 厚労省

国41%県9%

負担金の有無補助金の有無実施手法

円

月

３　【年度目標】

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日まで
に前期高齢者納付金を納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の負担金補助金の申請
実績報告を行う。

国民健康保険法前期高齢者納付金等

６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費に対
して納付金を納付する。

⑤
成果
指標

平成27年3月31日

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

新規・継続

義務的事業

終了年度

事務事業番号

２　国民健康保険の安定運営

保険年金課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

後期基本計
画重点視点

事
業
期
間

継続
―

共催者・関係団体

― ―

負担金及び交付金
９１０千円

４　【事業費の内容（決算額）】

29年度（計画）

64

583

64

28年度（計画）

583

1,000 1,000

1,381

150

1,101

150 0.020 150

1,060 1,150

150

1,150

12

25年度（実績）

12

26年度（実績）

12

27年度（目標）

12 12

2９年度（目標）

23,827

指標区分

毎月支払

単位

千円嘱託臨時

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

28年度（目標）

3,804

12 12

対
象
指
標

国保加入者数

人
件
費

政
策
体
系

政策

397

前期高齢者

義務的経費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

・６５歳以上７５歳未満の前期高齢者
に係る医療費の不均衡を調整するた
め前期高齢者納付金を社会保険診
療報酬支払基金を通じて納付する。
・前期高齢者納付金に対する国県の
負担金補助金の申請実績報告を行
う。

予
算
科
目

④
対象
指標

款会計
国保特会 前期高齢者納付金等

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

地方債

千円

職員割合

国庫支出金

県支出金

人件費計（イ）

事業費計（ア）

一般財源

千円

時間外

千円

千円

その他

千円

千円

千円

他課の協力分

千円 0.05

529

805 266

1,132

24年度（実績）

70

3661,057

4952被保険者１人当り納付金

月

24,941 23,374

40

24,290

4343

23,374

円成
果
指
標



総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

③前年度の改革・改善案

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

その他フォローアップ　前年度の課題や問題点【ACTION】事務事業の改革・改善

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

前期高齢者医療制度は、後期高齢者医療制度のように独立した制度ではなく、あくまで「制度間の医療費負担の不均衡の調整」を行うための枠組
みで設けられた制度です。したがって、被保険者が６５歳に達し、前期高齢者になっても７５歳に達するまでの間は、現在加入している各医療保険者
により、療養の給付や高額療養費の給付、保険事業を従来のとおり受けることになる。

全体総括（振り返り，反省点）

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

241,894

24年度（実績） 26年度（実績）

事
業
費

313,151

25年度（実績）

242,739

44,149

243,025国庫支出金

一般財源

247,915

53,347 54,723

35,346 35,34623,91425,157

回

人 9,641

千円

単位

対
象
指
標

活
動
指
標

4

国保加入者（４０歳以上６５歳未満）

国保加入者１人当り納付額

実績報告申請回数

毎月支払

負担金申請回数

指標区分

千円

千円

千円

千円

千円

H27事業計画 H28事業計画

632,192

0.05

188

H29事業計画
・社会保険診療報酬支払基金からの
納付書で毎月５日までに介護納付金
を納付する。
・介護納付金に対する国県の負担金
補助金の申請実績報告を行う。

同上 同上

千円

実績報告申請回数

月
⑥

活動
指標

単位

①対象
(働きかける相手・もの）

介護保険２号該当者

23年度（実績）

記入日
所属部課名

事
業
期
間

開始年度
継続新規・継続

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

10,06310,272

3

12

千円

375

3

25年度（実績）

44

3

23年度（実績）

回

月

嘱託臨時

人件費計（イ）

時間外

事業費計（ア）

職員割合

他課の協力分

地方債

県支出金

人
件
費

財
源
内
訳 その他

0.05 375

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

事業費及び指標の推移

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます
補助率

手
段

総
合
計
画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

回

【DO】事務事業の実施

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

・４５歳以上６５歳未満の第２号被保険者が負担する
費用について、国保税、国県の負担金補助金より納
付する。介護納付金に対しての負担金、補助金の申
請実績報告を行う。

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

313,151 313,151

千円

0.020

603,727

150千円

527,542

375

千円

千円

30,761

0.020

251,991229,293

25,594

527,917

277,176

603,877

61成
果
指
標

52 56 7772 77

3 3

8,8709,051 8,870

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

―

負担金補助及び交付金
６０３，７２７千円

12

負担金の有無

27年度（計画）

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日まで
に介護納付金を納付する。
・介護納付金に対する国県の負担金補助金の申請実績報
告を行う。

５　事務事業の目的と手段

４０歳以上６５歳未満の国保加入者の第２号被保険者
が負担する費用について納付金として負担する。

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

632,342

４　【事業費の内容（決算額）】

242,998

国保加入者（４０歳以上６５歳未満）

負担金申請回数

12

3

4

150

単位

4 4

632,342

0.020150

632,342

27年度（目標） 28年度（目標）

千円

3

272,460

592,746

0.020150

632,192

1500.03 188

632,192564,036

人

国保加入者１人当り納付額

242,998

29年度（計画）

242,998

回

３　【年度目標】

40,697

12

35,346

40,697

28年度（計画）

毎月支払

23,913

40,697

④
対象
指標
⑤

成果
指標

厚労省

・４０歳以上６５歳未満の第２号被保
険者が負担する費用について、国保
税の介護分また、国県の負担金補助
金より社会保険診療報酬支払基金を
通じて納付する。
・介護納付金に対しての負担金、補
助金の申請実績報告を行う。

予
算
科
目

会計
国保特会 介護納付金

款
国民健康保険法

細目名
介護納付金介護納付金 介護納付金

関連計画
根拠法令

項

１　【事務事業の全体概要及び背景】

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

国41%県9%
終了年度

平成27年3月31日

目

２．社会保障
２　国民健康保険の安定運営

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業

10
所管省庁義務的事業

―

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

事務事業番号

介護納付事業

事務事業性質
重要事務事業

保険年金課

―

補
助
単
独
区
分

国・県補助
総合計画実施計画

2９年度（目標）

150 150 150

12

24年度（実績）

375

4

26年度（実績）

592,934

67

1212

564,411

9,236



　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

有
効
性
評
価

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

必要性

有効性

効率性

フォローアップ　前年度の課題や問題点

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

   　適切

   　適切

   　適切

④取組状況

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

総合評価

今後の方向性

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【PLAN】事務事業の計画
評価理由

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

受診率

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

４０歳～７４歳の国保加入者

目
的

H27事業計画 H28事業計画
４０歳から７４歳の国保加入者に対し
受診券を送付し特定健康診査の受
診率の向上、特定健康指導実施率
の向上に向け、特定健康診査では９
月に受診されていない方に再通知を
実施、保健指導では電話や家庭訪
問等により保健指導の説明を行い個
別勧奨を行う。

H29事業計画

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

同上

単位
人

活
動
指
標

7,742

10,764

0.55 4,688

54,514

4,125

0.68

53,000

0.625

57,403

5,108

4,6885,108

23年度（実績） 24年度（実績）

4,125

総
合
計
画

小政策
施策

小施策

61,047

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

特定健康診査の受診率の向上、特定健康指導実施率の向上に向
け、特定健康診査では、年度当初に４０歳～７４歳の被保険者に受
診券を送付し、９月に受診されていない方に再通知を実施、保健
指導では電話や家庭訪問等により保健指導の説明をおこない個
別勧奨を行う。

⑥
活動
指標

健診回数

25年度（実績）事業費

50,389

同上

受診者数

8,100

26年度（実績）

29,763

一部委託

人

実施計画・事務事業評価共通調書

関連計画

開始年度

根拠法令

11

評価事業

特定健康診査等事業費

細目名

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

２　社会保障

特定健康診査等事業

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

項 目

4,688

35.41 39.00

17,988 18,055

4,688

【DO】事務事業の実施

11,592

23年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

8,802

9,000

4,1254,125

7,221

10,377

11,592

0.625 0.625

27年度（計画）単位

11,307

30,038

9,0006,088

30,038

42,600

事
業
費

財
源
内
訳

国・県補助 厚労省

1/3

負担金の有無補助金の有無実施手法

％

人
回

３　【年度目標】

４０歳から７４歳の国保加入者に対し受診券を送付し特定健
康診査の受診率の向上、特定健康指導実施率の向上に向
け、特定健康診査では９月に受診されていない方に再通知
を実施、保健指導では電話や家庭訪問等により保健指導の
説明を行い個別勧奨を行う。

高齢者の医療の確保に関する法律特定健康診査等事業費

特定健康診査受診、特定保健指導により自己の健康
維持、増加傾向にある医療費の抑制を図る。

⑤
成果
指標

平成27年3月31日

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

○

新規・継続

政策的事業

終了年度

事務事業番号

２　国民健康保険の安定運営

保険年金課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

後期基本計
画重点視点

事
業
期
間

継続
○

共催者・関係団体

○ ―

職員手当　　　428千円
需用費　　　　１７４千円
役務費　　２，９９６千円
委託料　５２，２９０千円
使用料　　　　７４１千円
備品　　　　　　１２千円
負担金　　　　７６２千円

４　【事業費の内容（決算額）】

29年度（計画）

12,840

12,840

12,840

28年度（計画）

12,840

64,718 64,718

58,108

4,688

65,735

4,688 0.625 4,688

62,091 69,406

4,688

69,406

8,459

25年度（実績）

57

6,658

57

26年度（実績）

57

6,732

57

27年度（目標）

7,690 8,459

2９年度（目標）

17,089

57

指標区分

受診者数

単位

千円嘱託臨時

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

41

28年度（目標）

46,725

57

6,369 6,630

対
象
指
標

４０歳～７４歳の国保加入者

人
件
費

政
策
体
系

政策

10,764

４０歳～７４歳の国保加入者

特定健康診査等事業費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４０歳から７４歳の国保加入者に生活
習慣病を予防するための健康診査、
健康指導を行う。

予
算
科
目

④
対象
指標

款会計
国保特会 保健事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

地方債

千円

職員割合

国庫支出金

県支出金

人件費計（イ）

事業費計（ア）

一般財源

千円

時間外

千円

千円

その他

千円

千円

千円

他課の協力分

千円 0.55

10,396

23,165 28,888

8,802

24年度（実績）

11,307

22,77324,996

38.27

健診回数 回

36.72受診率

人

17,399 16,918

45.00

17,262

50.0050.00

16,918

％成
果
指
標



総合評価

今後の方向性 改善し，継続

２７年度予算に未受診者対策のための委
託料を計上。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

特定健康診査・特定保健指導を実施することで、生活習慣病の発症リ
スクが高い内臓脂肪症候群の該当者及び予備軍の減少を図り、将来的
な医療費の伸びを抑制する事業で、受診率の向上を図っていく。

【PLAN】事務事業の計画

現  状  維  持資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

特定健診受診率及び、特定保健指導実
施率アップを目的として、未受診者対策
に取り組む。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

③前年度の改革・改善案

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・２５年度より市内１４の医療機関と特定健康
診査の集団契約を結び、受診率の向上を図
る。

必
要
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①改革・改善案

平成20年度から「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医療保険者に義務付け
られて開始した事業であるため、周知による被保険者の理解拡大により、成果の向上を図
る。

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

健康維持の手段がなくなるので、医療費の増に繋が
る。

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

国保被保険者の生活習慣病を予防するための健康診査及び健康指導は、保険税低減の
観点からも必要である。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

その他

健康増進課、各保健センターとの連携により受診率の向上を図っている。

フォローアップ　前年度の課題や問題点【ACTION】事務事業の改革・改善

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

国は医療費の伸びを抑制するため、「高齢者の医療の確保に関する法律」において、医療保険者（国保、被用者保険）の対し、40歳～74歳の被保
険者・被扶養者を対象とする内臓脂肪型肥満に着目した健康診査及び保健指導を義務付けた。

全体総括（振り返り，反省点）

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

国保被保険者の特定健診・保健指導は、バランスの取れた食生活、適度の運動習慣を身
につけ、健康維持のためのものであるので有効である。

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
年度当初に募集を行い、応募多数の
場合は抽選を行い、人間ドック受診
者に25,000円、脳ドックの受診者に
35,000円の補助を行う。

同上 同上

細目名

2９年度（目標）

490

28年度（目標）

24,866

⑥
活動
指標

人
受診者数（人間ドック）

86

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

12事務事業番号

国保健康づくり推進事業（人間ドッ
ク・脳ドック）

評価区分

評価事業

受診率

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

保健事業費国保特会

一部委託 ―

○

１　【事務事業の全体概要及び背景】

3,780

事業費

職員割合

4.293.09

86

17,262

490

0.504

3,780

250208 250

439 490

25年度（実績）

0.45

3,780

22,005 24,866

3,750

490

250

手
段

人間ドックの受診者に25,000円、脳ドックの受診者に
35,000円の補助を行った。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

受診者数（脳ドック）

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

人受診者数（人間ドック）

人受診者数（脳ドック）

26年度（実績）

3,375

3,375

26年度（実績）

0.50

成
果
指
標

2.46

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

3,375千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

3.72

４０歳～７４歳の国保加入者

目

負担金の有無
高齢者の医療の確保に関する法律

共催者・関係団体

人

４０歳～７４歳の国保加入者

人間ドック、脳ドックの受診により特定健康診査受診
率の向上につながり、医療費の抑制を図る。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

４０歳から７４歳の国保加入者の人間
ドック、脳ドックに対し補助を行う。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.504 3,780

86

0.45 3,750

23年度（実績）

24,866

重要事務事業
総合計画実施計画

政策的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

○

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無

国保健康づくり推進事業

実施手法
―

④
対象
指標

４０歳～７４歳の国保加入者
単位

・負担金補助及び交付金
２１，０００千円
・職員手当　　８６千円

⑤
成果
指標

％

27年度（計画） 29年度（計画）

21,000 21,000

4.37

18,055 16,91817,399 16,918

3,780

250

17,089

27年度（目標）

受診率 4.374.33

17,988

192

24年度（実績）

279 366

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

15,868

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

164

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

12,711

12,711 21,08621,086

18,169

18,255

3,7800.5043,7800.504

86 86

21,086

21,000

21,086

21,000

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

16,086

時間外

千円

人件費計（イ）

保健事業費 保健衛生普及費

千円

事業費及び指標の推移

24,866

3,780

年度当初に募集を行い、応募多数の場合は抽選を行い、人
間ドック受診者に25,000円、脳ドックの受診者に35,000円の
補助を行う。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

19,243

3,375

15,868

その他

千円

％



被保険者の健康の保持増進を目的とした事業として、疾病の早期発
見・早期治療により、医療費を削減していくための事業であり、現行どお
り実施していく。。

   　適切

   　適切

   　適切

健康維持の手段がなくなるので、医療費にも影響す
る。

全体総括（振り返り，反省点）

その他

被保険者の健康維持、疾病の早期発見を目的とした保険事業を行うことで、被保険者の健
康増進、疾患の重症化の防止により医療費の削減を図っており、国民健康保険制度を維
持し、健全な運営を図る。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

・ドック実施機関との調整の結果、新たな
医療機関と契約や、受診希望の多い機
関の定数拡大を行った。その結果、２７
年度は人間ドックで１０人増となった。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

現  状  維  持

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

国保被保険者の健康維持・増進のため保健事業の強化を図り、疾病の早期発見により医療費の増加を抑制する。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

人間ドック・脳ドック健診の費用の一部を補助することは、国保被保険者の健康の維持増進
を図るために必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

人間ドック・脳ドック健診を受診して、疾病の早期発見、早期治療を行うことにより、医療費
の削減につながるので有効である。

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

・人間ドック、脳ドックともに、補助枠を超える
申し込みがあるため、新たな医療機関との契
約など補助定数を検討する。

①改革・改善案

ドック受診の応募者が、募集枠を超えた場合は、抽選により受診者を決定している。公平な
受診機会の観点から募集枠を増やす場合は、一人当たりの補助額の検討を行う必要があ
る。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１世帯当り通知件数

５　事務事業の目的と手段

①対象
(働きかける相手・もの）

国保加入世帯

目
的

H27事業計画 H28事業計画
国保連合会に委託して作成し、年６
回通知する。

H29事業計画

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

同上

単位
世帯

活
動
指
標

0.45 3,375

3,375

3,375

0.50

3,310

0.450

3,310

3,750

3,3753,750

23年度（実績） 24年度（実績）

3,375

総
合
計
画

小政策
施策

小施策

3,310

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

世帯ごとに受診年月、受診者名、医療機関名、診療
区分、医療費の費用額・国保負担額・本人負担額を
通知する。

⑥
活動
指標

25年度（実績）事業費

0

同上

通知件数

26年度（実績）

3,310

一部委託

世帯

実施計画・事務事業評価共通調書

関連計画

開始年度

根拠法令

13

評価外事業

保健衛生普及費
細目名

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

２　社会保障

国保健康づくり推進事業（医療費通
知）

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

項 目

3,375

4.61

3,375

【DO】事務事業の実施

23年度（実績）

事業費及び指標の推移

千円

3,3753,375 0.450 0.450

27年度（計画）単位

3,3103,310

0

事
業
費

財
源
内
訳

市単独

負担金の有無補助金の有無実施手法

通

通

３　【年度目標】

　国保連合会に委託して作成し、年６回通知する。

高齢者の医療の確保に関する法律保健事業費

被保険者に診療内容を年６回通知する。
⑤

成果
指標

平成27年3月31日

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

新規・継続

政策的事業

終了年度

事務事業番号

２　国民健康保険の安定運営

保険年金課
補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

後期基本計
画重点視点

事
業
期
間

継続
―

共催者・関係団体

― ―

役務費　３，３１０千円

４　【事業費の内容（決算額）】

29年度（計画）28年度（計画）

3,310 3,310

7,060

3,375

6,685

3,375 0

6,685 3,310

0

6,685

61,500

25年度（実績）

61,848

26年度（実績）

61,500

27年度（目標）

61,500 61,500

2９年度（目標）

13,325

指標区分

通知件数

単位

千円嘱託臨時

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

28年度（目標）

3,375

対
象
指
標

国保加入世帯

人
件
費

政
策
体
系

政策

国保加入者

国保健康づくり推進事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

受診年月、受診者名、医療機関名、
診療区分、日数、医療費の費用額・
国保負担分・本人負担分を通知す
る。

予
算
科
目

④
対象
指標

款会計
国保特会 保健事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

千円

地方債

千円

職員割合

国庫支出金

県支出金

人件費計（イ）

事業費計（ア）

一般財源

千円

時間外

千円

千円

その他

千円

千円

千円

他課の協力分

千円 0.45

3,310 3,310

24年度（実績）

4.60１世帯当り通知件数

通

13,454 13,315

4.62

13,335

4.624.62

13,315

通成
果
指
標



総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

③前年度の改革・改善案

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

その他フォローアップ　前年度の課題や問題点【ACTION】事務事業の改革・改善

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

同上

人

受給資格を審査後、認定者について受給者証の交
付を行い医療費を助成した。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

2９年度（目標）

10,400

受給率＝受給者数／対象者数

402,145

事業費

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

国庫支出金 千円

千円県支出金

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

同上 同上

受給率＝受給者数／対象者数

92

6,471

28年度（目標）

416,128

181,150

26年度（実績）

170,998

364,164

13,113

0.739

131,759

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

14事務事業番号

総
合
計
画

医療福祉費支給事業

評価区分

評価事業

１　医療福祉費支給制度の充実

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます
政
策
体
系

179,759

手
段

⑥
活動
指標

件

94

181,150

10,400

0.739

183,503

活
動
指
標

受給者
支払件数

7,238

6,750

399,177,911

130,239

対象者数

件

円

25年度（実績）23年度（実績）

180,075

6,000

128,316

8,791

25年度（実績）

186,180

5,520

399,633

5,977

381,628,663

132,208

0.80

419,112

23年度（実績）

9,018

千円時間外

29年度（計画）

185,346

471

0.74

173,823

24年度（実績）

48,563

415,000415,000

541

48,981

358,080

138,101 186,382

40,200

予
算
科
目

会計

事
業
費

財
源
内
訳

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

社会福祉費

医療福祉費受給資格対象者（妊産婦・小児・生徒・重
度心身障害者・母子家庭の母子・父子家庭の父子）

款

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

１　【事務事業の全体概要及び背景】
医療福祉費支給制度は、受給資格を満たす
人が健康保険を使って医療機関を受診した
場合、窓口一部負担金を公費で負担する茨
城県の制度であり、昭和４８年から開始され
た。（所得要件有）

外来自己負担金
小児・妊産婦・母子家庭・父子家庭は、１回あ
たり６００円（１医療機関ごとに月２回まで)　重
度心身障害者は自己負担金なし

入院自己負担金
小児・妊産婦・母子家庭・父子家庭は、１日あ
たり３００円（１医療機関ごとに月１０日まで)
重度心身障害者は自己負担金なし

地方債

千円

409,383

155,085

41,115

393,656

その他

0.90

千円

一般会計 民生費

政策

２　社会保障

⑤
成果
指標

医療費助成金額

他課の協力分

支払件数

人
件
費

千円

人

千円

受給者

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

医療費を助成することにより、経済的負担を軽減す
る。

単位

医療費助成金額

27年度（計画）

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

円

人④
対象
指標

○
新規・継続

開始年度

対象者数

事
業
期
間

医療福祉費事務事業
笠間市医療福祉費支給に関する条例

３　【年度目標】

単位

関連各課より情報提供を受け、受給認定事務および受給者証の
交付を行う。また、医療機関から請求に基づき（国保連合会・支払
基金経由）医療費の支払いをする。
受給資格更新作業が毎月有。
10月から小児マル福の改正に伴い、外来分が0歳から小学3年ま
でが0歳から小学6年までに、入院分0歳から小学3年までが0歳か
ら中学3年までに拡大する。。

旅費　　　　　　　　０千円
需用費　　　　　　４０千円
役務費　　　８，８９２千円
委託料　　　２，４４８千円
扶助費　３４６，７００千円

５　事務事業の目的と手段

関連計画細目名

継続

昭和４８年度

民生費 医療福祉費支給事業

単年度繰り返し

総合計画実施計画

一般会計

終了年度

受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できていないというこ
とも考えられる。関係
課と連携し受給漏れ
がないようにする。

○ ―直営
４　【事業費の内容（決算額）】

記入日
保険年金課所属部課名

後期基本計
画重点視点

平成27年3月31日

国・県補助 茨城県

５／１０

所管省庁

市民課　子ども福祉課　社会福祉課　県国民健康保険室　健康増進課

根拠法令
医療福祉費
医療福祉費

社会福祉費

補助率

補
助
単
独
区
分

補助金の有無実施手法

共催者・関係団体

負担金の有無

事務事業性質 義務的事業
○重要事務事業

目

％

人

193,650

40,200

193,650

40,200

388,041,071

10,062 9,687 9,506 11,300

0

87

人

成
果
指
標

91

410,085

27年度（目標）

457

5,543

11,300

130,000

6,084

10,400

26年度（実績）

130,000

378,153,809

0.739 5,543

6,043

5,5430.739

500

421,043

397,417,000

対
象
指
標

人件費計（イ）

一般財源 千円

指標区分

400,000,000

130,000

11,300

9,199

6,043

421,043

5,543

500

9292

58,496

小施策

小政策
施策

項

千円

単位

92

400,000,000

11,370

24年度（実績）

千円

事業費及び指標の推移

6,043

500488

412,641

嘱託臨時

％

事業費計（ア）

千円

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

【PLAN】事務事業の計画

申請などの手続きを廃止した場合、医療福祉制度自
体無くなる。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

医療費を助成することで市民の経済的負担の軽減を図れ、低所得者にも安心して受診で
きる環境づくりの観点からも必要性がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
医療福祉支給事業は県制度に基づくものであり、市民にも浸透しているため有効である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【ACTION】事務事業の改革・改善

現  状  維  持

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

資源配分

総合評価

今後の方向性 県の医療福祉制度に基づくものであり、医療福祉受給者の生活の安定
と福祉の向上のため必要であり、現行どおり実施していく。

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

県の制度に基づくもので業務プロセスにおいて削減の余地がない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

必要性

有効性

効率性

その他

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

医療福祉費支給事業は、市民の意向や社会の要請から必要である。

一次評価結果



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,319

１　【事務事業の全体概要及び背景】

2,108

9,900

千円

％

千円

対象者数

44,190

26年度（実績）

3,000 2,250

事務事業名

４　【事業費の内容（決算額）】

手
段

地方債

事業費計（ア）

①対象
(働きかける相手・もの）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

千円

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

医療費を助成することにより、経済的負担を軽減す
る。

５　事務事業の目的と手段

受給率＝受給者数／対象者数

④
対象
指標目

的

H29事業計画

同上

県制度においては、平成２２年１０月
より小児の対象年齢が未就学児まで
だったものが、小学校３年生まで対
象が拡大された。
それに伴い、市単独事業として小学
校４年～小学校６年生まで対象年齢
を拡大した。
認定要件、自己負担金等は県基準
に準ずる。
平成２５年度からは対象年齢を中学
校３年生まで拡大して実施。

―

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

嘱託臨時 千円

千円

千円 42,120

25年度（実績）

千円

単位 26年度（実績）

20,000

23,668

千円

その他

2,070

0.28 2,070

33,052

0.30 2,250

23,668 26,168

千円

千円 0.40

千円

千円

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費 他課の協力分

職員割合

時間外

3,000

28,418

人件費計（イ）

0.281

18,622一般財源 33,052

18,622

2,1080.281

26,168

42,120

事
業
費

県支出金財
源
内
訳

74

1,400

28年度（目標） 2９年度（目標）

2,108

2,108 0.281 2,108

1,400

22,108

2,1082,108

27年度（目標）

0.281

1,455

31,247,525

22,108

18,000,00018,000,000

1,900

20,730

1,400

1,900

35,16026,668

人

22,372,271 23,866,896

成
果
指
標

74

25年度（実績）

2,765

支払件数

単位

人

24年度（実績）

12,944

1,883

件

受給者

23年度（実績）

39,823,071

1,896

指標区分

受給率＝受給者数／対象者数

21,992

74

対
象
指
標

9,9009,900

17,669,000

7278 73

活
動
指
標

13,718

1,465

77

20,000 20,000

20,000

2,108

1,900

17,385

事業費及び指標の推移

国庫支出金

事業費

⑥
活動
指標

受給者

【DO】事務事業の実施

24年度（実績）

受給要件を満たして
いるにもかかわらず、
申請がない為、受給
できないということも考
えられる。関係課と連
携し受給漏れがない
ようにする。

医療福祉事務事業（小児）と同様に、認定事務を行う。
県制度では小学校３年生までが対象(１０月からは小学校６
年生までと中学生の入院が対象)となっているため、他市町
村からの転入者については、申請漏れのないよう特に注意
する。
資格更新作業が毎月有。

医療福祉費受給資格対象者（児童・生徒：小学４年～
中学３年）

人

人

⑤
成果
指標

受給資格を審査後、認定者について受給者証の交
付を行い医療費を助成した。

23年度（実績）

同上
H27事業計画 H28事業計画

支払件数

28年度（計画） 29年度（計画）

件

27年度（計画）

円医療費助成金額

委託料　　　　２７０千円
役務費　　１，４４２千円
扶助費　３１，３４０千円

３　【年度目標】

同上

直営 ―

単位
対象者数

％

【PLAN】事務事業の計画

医療福祉費支給事業（市単独分）

補助金の有無
医療福祉費

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

款 項

民生費 医療福祉費事務事業医療福祉費 実施手法

目

社会福祉費

市民課　子ども福祉課
笠間市医療福祉費支給に関する条例根拠法令

関連計画
民生費 社会福祉費

負担金の有無

共催者・関係団体

補助率

市単独

後期基本計
画重点視点

所管省庁

政策
小政策
施策

小施策

政
策
体
系

総
合
計
画

1,838

単年度繰り返し
２　社会保障

新規・継続
開始年度

医療福祉費支給事業
細目名

円医療費助成金額

3,762

平成27年3月31日
事務事業番号

補
助
単
独
区
分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

15
政策的事業

終了年度
継続

重要事務事業
○

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

記入日
所属部課名

○
総合計画実施計画

事
業
期
間

評価事業

１　医療福祉費支給制度の充実
平成２２年度

実施計画・事務事業評価共通調書

評価区分 事務事業性質
保険年金課



①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

所得制限を撤廃してほしいとの要望がある。

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務プロセスにおいて、県の制度に準じるため削減の余地はない。

一次評価結果

必要性

有効性

効率性

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

医療福祉事業（市単独分）は、市民生活の安定と福祉向上のため有効である。

効
率
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

医療福祉受給者の更なる生活の安定と福祉向上のため有効である。

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他

有
効
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

③前年度の改革・改善案

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

市単独事業として、中学３年生まで年齢を引き上げ助成することで、医
療福祉受給者の生活の安定と福祉の向上のため必要であり、現行どお
り実施していく。

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況

現  状  維  持資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

医療福祉事業として、生活の安定と福祉の向上から必要である。

フォローアップ　前年度の課題や問題点

市単独事業であるが廃止した場合、福祉の向上が
減退する。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

同上 同上 同上

細目名

2９年度（目標）

105,000

28年度（目標）

65,254

⑥
活動
指標

支払処理件数

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

16事務事業番号

医療福祉費自己負担金助成事業

評価区分

評価事業

自己負担金償還額

社会福祉費

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

社会福祉費一般会計
一般会計

直営 ―

○

１　【事務事業の全体概要及び背景】

6,233

事業費

職員割合

52,899,33058,248,231

10,051

105,000

0.831

6,233

97,589 97,193

25年度（実績）

0.90

6,233

64,463 48,666

6,210

105,000

手
段

年４回（１月、４月、７月、１０月）指定された口座へマ
ル福自己負担金および入院時食事療養費を支払う。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件支払処理件数

26年度（実績）

5,250

5,250

26年度（実績）

0.83

成
果
指
標

57,121,927

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

6,750千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

54,992,669

医療福祉費受給者

目

医療福祉費 負担金の有無
笠間市医療福祉費支給に関する条例

共催者・関係団体

件

医療福祉費受給者（妊産婦・小児・児童・重度心身障
害者・母子家庭の母子・父子家庭の父子）

医療福祉費受給者が、医療機関へ支払ったマル福
自己負担金および入院時の食事療養費を助成する。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

医療福祉費受給認定者が医療機関
等へ支払った自己負担金および入
院時の食事療養費を助成することに
より、受給認定者の経済的負担の軽
減を更にはかる。
１月、４月、７月、１０月の３ヶ月毎に
支給。
区分が生徒の中学校１年生～３年生
は支給対象外。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.831 6,2330.70 6,210

23年度（実績）

66,233

重要事務事業
総合計画実施計画

政策的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

○

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

平成１７年度 単年度繰り返し

事
業
期
間

人

医療福祉費事務事業
根拠法令
関連計画

補助金の有無
医療福祉費支給事業

実施手法
―

④
対象
指標

医療福祉費受給者
単位

委託料　　１，４５９千円
役務費　　１，５５８千円
扶助費  ３９，４１６千円

⑤
成果
指標

円

27年度（計画） 29年度（計画）

60,000 60,000

57,000,000

10,483 10,30010,198 10,300

6,233

10,300

27年度（目標）

自己負担金償還額 57,000,00056,107,000

10,654

24年度（実績）

95,590 101,549

政
策
体
系

政策

２　社会保障
１　医療福祉費支給制度の充実

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

61,169

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
医療福祉費自己負
担金支給申請書の
提出がないと助成
が受けられないた
め、提出漏れがな
いよう周知を行う。

60,623

60,623 60,00060,000

58,253

58,253

6,2330.8316,2330.831

42,433

59,021

59,021

42,433

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

65,873

時間外

千円

人件費計（イ）

民生費
民生費

医療福祉費

千円

事業費及び指標の推移

66,233

6,233

国保連合会へ接続されている端末より、請求データを抽出し電算会社へ
データ提供。
請求データに基づいた支払資料（口座情報・通知用ハガキ等）が納品さ
れるので、点検後支払いを行う。
また、データに反映されない自己負担金申請が随時提出される。　これ
については、受給資格、支払金額等を確認し処理を行う。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

67,919

6,750

61,169

その他

千円

円



市単独事業として、医療福祉費自己負担を支給することで、医療福祉
受給者の医療費負担の軽減を図ることで生活の安定と福祉の向上のた
め必要であり、現行どおり実施していく。

   　適切

   　適切

   　適切

申請などの手続きを廃止した場合、医療福祉制度自
体無くなる。

全体総括（振り返り，反省点）

その他

医療福祉費自己負担金助成事業は、市民生活の安定と福祉向上のため有効である。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

現  状  維  持

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

医療福祉事業として、生活の安定と福祉の向上から必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
医療福祉受給者の更なる生活の安定と福祉向上のため有効である。

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

申請書の提出等、業務プロセスに削減の余地はない。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

4,600

26年度（実績）

2,735 2,600

300

1,700

人 4,639

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

年金事務所に行かずに済んだ人（本庁のみ） 4,5984,496 4,674

13,83113,825

1,817

300300

1,700

2,600

25年度（実績）

271

千円

件

13,677

24年度（実績）

13,831

14,288 13,983 13,992

2,501

23年度（実績）

2,540

⑤
成果
指標

347

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

317

地方債

○
４　【事業費の内容（決算額）】

同左同上 平成２９年１月から年金生活者支援
給付金の支給が開始されることに伴
う事務処理が追加予定。

裁定請求書（本庁のみ）

５　事務事業の目的と手段

国民年金法第3条、国民年金事業の
事務の一部は、政令で定めるところ
により市町村長が行うこととすることが
出来ることから市民サービスの向上
のため市で一部事務を行っている。
平成２２年１月に社会保険庁が廃止
され日本年金機構が発足した。
平成２４年８月に社会保障と税の一
体改革の一環として年金機能強化法
が成立し、それに伴い諸手続きの変
更が予定されている。

年金相談・免除申
請・年金裁定請
求・各種届出書は
通年。

・窓口における国民年金に関する相談。
・国民年金資格取得・喪失・住所変更等の各種関係届出書
や保険料免除に伴う申請書の受付並びに国民年金受給に
伴う裁定請求書の受付と日本年金機構への書類進達。
・年金ネットセキュリティソフト更新。
・Ｈ２９年１月から開始される年金生活者支援給付金のため
のシステム改修。　(Ｈ２６年度のみ)

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

件

25年度（実績）

128

事
業
費

国民年金相談、制度の広報啓発及び保険料免除申
請業務並びに、国民年金裁定請求及び各種関係届
出書の受付進達業務を行った。

国民年金の受付業務を行うことにより、市民サービス
の向上を図る。

20歳以上の国民年金加入者

千円

【DO】事務事業の実施

128 463

26年度（実績）

152317

24年度（実績）

161

免除申請書（本庁のみ）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
一般

１　【事務事業の全体概要及び背景】

４　国民年金制度の普及・啓発

国民年金法根拠法令社会福祉費
補助金の有無

総
合
計
画

款

関係届出書（本庁のみ）

裁定請求書（本庁のみ）

件

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

13,500

時間外

件

13,634

14,024 13,951

人
件
費

千円

単位

千円

1,871

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

1.80

347

13,500

千円 177

千円

県支出金

その他

職員割合 1.80

1,702

1.75

17,375

272

18,170被保険者 18,658

免除申請書（本庁のみ）

トータルコスト（ア）＋（イ） 13,399

134

2,600

28年度（目標）

1,592

16,756

1,700

成
果
指
標

活
動
指
標

2,585

2９年度（目標）

対
象
指
標

4,6004,600

17,00017,000

267 254

146

13,125

181

17,000

1.820

175

13,650

181

1.8201.820

13,271

161

13,650

463

13,650

小施策
細目名

181

161

民生費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

17

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国民年金事業

事
業
期
間

関連計画
国民年金事業

項 目
国民年金費

政策
小政策
施策

直営

昭和３６年 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

○

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

日本年金機構
水戸南年金事務所

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

厚生労働省

補助率 基準額

国補助

13,992

27年度（目標）

13,831

23年度（実績）

⑥
活動
指標

関係届出書（本庁のみ）

継続

件

被保険者

29年度（計画）

件

人

161

1.820 13,650

152

共催者・関係団体

○

・需用費　１０７千円
・負担金　１０千円
・旅費　１２千円
・委託料　３２４千円
・使用料及び賃借料　１０千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

年金事務所に行かずに済んだ人（本庁のみ）



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

平成22年1月に社会保険庁が廃止され、新たに日本年金機構が発足し、市は引き続き国から委任委託された日本年金機構と協力連携し、法定受
託事務を行っている。年金記録問題により年金制度や年金受給について、年々窓口の相談や問い合わせが多くなってきている。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

細目名

2９年度（目標）

10,600

28年度（目標）

12,445

⑥
活動
指標

人
被保険者証の一斉更新

200

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

18事務事業番号

後期高齢者医療制度事業

評価区分

評価外事業

後期高齢者被保険者数

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

総務管理費後期高齢特別

直営 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

5,235

事業費

職員割合

10,46710,152

10,467

10,500

0.698

5,435

170

1,5391,525 1,500

10,186 10,467

25年度（実績）

0.90

5,435

12,043 12,792

5,563

200

10,700

1,700

手
段

被保険者証の一斉更新と新規被保険者の被保険者
証の交付及び資格喪失者の処理等を広域連合に報
告した。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

資格得喪処理数

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

人被保険者証の一斉更新

人資格得喪処理数

26年度（実績）

6,981

6,750

26年度（実績）

0.73

成
果
指
標

9,870

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

6,750千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

10,313

後期高齢者被保険者数

目

負担金の有無
高齢者の医療の確保に関する法律

共催者・関係団体
茨城県後期高齢者医
療広域連合

人

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

国の医療制度改革法によって、従来
の老人保健は「高齢者の医療の確保
に関する法律」に改められ、後期高
齢者医療制度が規定された。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.698 5,2350.90

125

5,438

23年度（実績）

12,545

200

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

Ｈ２０ 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無

標準的事業（一般管理費）

実施手法
―

④
対象
指標

後期高齢者被保険者数
単位

消耗品費32千円
通信運搬費3,695千円
電算システム保守点検委託
料3,215千円
備品購入費400千円
印刷製本費15千円

⑤
成果
指標

人

27年度（計画） 29年度（計画）

7,060 7,110

10,700

10,152 10,60010,313 10,700

5,435

1,600

10,500

27年度（目標）

後期高齢者被保険者数 10,60010,500

9,870

1,443

24年度（実績）

9,816 9,970

政
策
体
系

政策

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

6,394

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

1,476

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

一斉更新は７月
末
新規該当者及び
資格喪失者の報
告は毎月

6,527

6,527

231

7,1107,060

6,480

6,480

5,235

200

0.6985,2350.698

7,357

7,010

7,010

7,357

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

13,508

時間外

千円

人件費計（イ）

総務費 一般管理費

千円

事業費及び指標の推移

12,495

5,435

被保険者証の一斉更新
新規被保険者の被保険者証の交付
資格喪失業務
限度額適用・標準負担額減額認定証の交付

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

13,314

6,920

6,394

その他

千円

人



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　平成18年6月に「健康保険法などの一部を改正する法律」が成立し、平成20年4月から、後期高齢者医療制度が保険者である広域連合により、本
格実施されている。制度の円滑な運営のため、保険年金課での保険料徴収とともに、広域連合への情報提供、市民に対する窓口受付を行ってい
る。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

9999

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

498,000,000

99

26年度（実績）

12,300 12,400

2,100

98

円

%

447,683,300

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価事業

保険料納付額 496,000,000476,840,300 495,486,100

4,1984,198

1,800 2,200

12,500

25年度（実績）

千円

6,981

24年度（実績）

4,198

7,849 7,798 7,908

12,300

23年度（実績）

12,000

3,128

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

3,306

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上同上 同上

５　事務事業の目的と手段

後期高齢者の医療に要する費用の
適正化を図るとともに、後期高齢者
医療制度の運営が適正かつ円滑に
行われる事を目的とする。
後期高齢者の場合、保険料未納とな
る方は無年金者もしくは低年金者の
方が多く、個別訪問をしても納付は
難しい方が多い。

普通徴収の納付
書及び特別徴収
の通知書を７月に
発送
督促状は年８回・
催告書は年２回
送付

被保険者への納付書及び決定通知書の送付
未納者への督促状の送付
未納者宅へ個別臨戸訪問および電話催告の実施

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

3,562

事
業
費

被保険者への納付書及び決定通知書の送付。並び
に未納者への督促状の送付と個別臨戸訪問を行っ
た。

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

督促・徴収

収納率

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

136

3,426

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
後期高齢特別

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３　後期高齢者医療制度の適正な運営

高齢者の医療の確保に関する法律根拠法令徴収費
補助金の有無

総
合
計
画

款

178

納付書・特別徴収通知書の処理・送付

件

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

8,250

時間外

件

8,417

10,323 11,723

人
件
費

千円

単位

千円

2,600

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0.90

3,342

6,750

3,186

156

千円 231

千円

県支出金

その他

職員割合 1.10

2,253

0.75

10,31310,152後期高齢者被保険者数 9,870

督促・徴収

トータルコスト（ア）＋（イ） 9,311

167

12,600

28年度（目標）

1,900

10,467

2,000

成
果
指
標

活
動
指
標

12,000

2９年度（目標）

対
象
指
標

99

500,000,000499,000,000

99収納率 99

10,70010,500

124

5,625

200

10,600

0.533

200

3,998

200

0.5330.533

5,749

3,710

150 155

3,998

3,651

3,537 3,450 3,500

3,998

114

小施策
細目名

200

160

総務費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕
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２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者医療保険料徴収事務

事
業
期
間

関連計画
徴収費

項 目
徴収費

政策
小政策
施策

直営

H20 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

○

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

茨城県後期高齢者医
療広域連合

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

市単独

7,853

27年度（目標）

4,198

23年度（実績）

⑥
活動
指標

納付書・特別徴収通知書の処理・送付

継続

件

後期高齢者被保険者数

29年度（計画）

%

件

円

3,655

3,550

0.533 3,998

3,600

共催者・関係団体

―

消耗品費2千円
通信運搬費1,202千円
口座振替手数料70千円
収納取扱手数料99千円
収納システム委託料2,278千
円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

保険料納付額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　原則75歳以上の後期高齢者を対象とする独立した医療制度であることから、平均寿命の延びと連動して、対象者は増加するものと思われる。　保
険料の徴収方法について、年金特徴が基本であるが、保険料の更正等による普通徴収への変更通知が理解されず、納付書が届いても未納となっ
てしまうケースがある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るためのもので、財政面で必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

平成２０年度から開始された高齢者の医療制度であるが、後期高齢者医療保険の保険料
を確実に徴収するため、被保険者に対し制度の周知を図る。また、滞納の初期からきめ細
やかな収納対策を実施し、保険料の収納の確保に努め、低所得者対策として、保険料の
軽減対策も実施している。保険料の徴収は納付書による普通徴収や年金からの引き落とし
による特別徴収がる。

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

国の制度に基づくものである。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

社会保障制度である後期高齢者医療保険を安定的に継続していくた
め、保険料の徴収は不可欠である。制度の安定的な運営を図り、高齢
者医療の安定的な確保を図るため、現行どおり実施していく。総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

医療保険制度が成り立たなくなる。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の制度に基づくものである。

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

細目名

受診率

2９年度（目標）

9,600

28年度（目標）

15,500

⑥
活動
指標

件
受診券一斉処理・送付

14,100

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

20事務事業番号

後期高齢者健診事業

評価区分

評価事業

受診者数

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

保健事業費後期高齢特別

すべて委託 ―

○

１　【事務事業の全体概要及び背景】

1,500

事業費

職員割合

20

2,1382,046

14,050

10,467

9,500

0.200

1,500

338261 300

9,347 9,494

25年度（実績）

0.18

9,041

1,500

14,515 15,107

1,500

9,700

300

手
段

後期高齢者被保険者全員に健康診査受診券を送付
した。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

新規者の受診券処理・送付

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件受診券一斉処理・送付

件

人受診者数

新規者の受診券処理・送付

26年度（実績）

1,725

1,725

26年度（実績）

0.20

成
果
指
標

2,033

%

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

1,350千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

2,091

後期高齢者被保険者数

20

目

負担金の有無
高齢者の医療の確保に関する法律

共催者・関係団体
茨城県後期高齢者医療広域
連合
茨城県総合健診協会

受診者数

件

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

後期高齢者の健康保持増進と、疾病の早期発見・早
期治療を図る

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

高齢者の医療の確保に関する法律
の中に、高齢期における適切な医療
の確保を図るため、被保険者の健康
診査等の実施に関する措置を講ずる
ことがうたわれている。
基本的な健康診査の項目を無料で
受けることができる。（年１回）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.200 1,500

14,000

0.23 1,500

23年度（実績）

15,600

重要事務事業
総合計画実施計画

政策的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

実績により

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

Ｈ２０ 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
後期高齢者健診事業

実施手法
―

④
対象
指標

後期高齢者被保険者数
単位

消耗品費3千円
通信運搬費1,281千円
特定健康診査等データ管理シス
テム手数料165千円
電算業務委託料959千円
健康診断検査委託料11,199千
円

⑤
成果
指標

人

27年度（計画）

人

%

29年度（計画）

21

2,200

10,152 10,60010,313 10,700

20

1,500

2,2002,046

受診率

2,200

300

10,500

2,200

27年度（目標）

受診者数 2,200

21

2,200

21

2,033

9,870

2,1382,091

21

168

24年度（実績）

9,604 9,200

政
策
体
系

政策

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

12,702

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

294

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

５月までに受診券
等を送付し、６月
から受診できる体
制を整える。
年度末には受診
者数を広域連合
に報告する。

9,041 14,10014,05013,015

1,5000.2001,5000.200

13,015 13,607

13,607 14,000

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

10,766

時間外

千円

人件費計（イ）

保健事業費 後期高齢者健康診査費

千円

事業費及び指標の推移

15,550

1,500

後期高齢者被保険者全員に健康診査受診券を送付し、で
きるだけ多くの方に健康診査を受けていただく。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

14,052

1,350

12,702

その他

千円

人



被保険者の健康の保持増進を目的とした事業として、疾病の早期発
見、早期治療により医療費の抑制にも繋がり、後期高齢者医療制度の
健全な運営に寄与しており、現行どおり実施していく。

   　適切

   　適切

   　適切

健康増進、医療費抑制ができなくなる。

全体総括（振り返り，反省点）

その他

　被保険者の健康維持、疾病等の早期発見を目的とした保健事業を行うことで、被保険者
の健康増進、疾患の重症化の防止により医療費の削減を図っており、後期高齢者医療制
度を維持し、健全な運営を図る。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

現  状  維  持

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　健康保険法等の改正により、平成20年度から老人医療制度が後期高齢者医療制度に変わり、高齢者の人口は増加の傾向にある。
　後期高齢被保険者の健康維持・増進のため保健事業の強化を図り、病気の早期発見により医療費の増額を抑制する。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　高齢者の健康保持を図るため、健康診査を実施し、生活習慣病を早期に発見し、早期に
治療を行い介護予防に努めることは必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
介護予防に有効である。

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

　関係各機関（健康増進課・各保健センター）と連携し、総合健診時に実施できるので、効
率は大きい。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

0.76

26年度（実績）

41 50

30

% 0.48

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価事業

受診率 0.690.60 0.70

1,3131,313

30 30

50

25年度（実績）

千円

150

24年度（実績）

1,313

3,423 3,613 3,613

35

23年度（実績）

33

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

1,805

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上同上 同上

５　事務事業の目的と手段

高齢者の医療の確保に関する法律
の中に、高齢期における適切な医療
の確保を図るため、被保険者の健康
診査等の実施に関する措置を講ずる
ことがうたわれている。
人間ドック補助一人２５，０００円
脳ドック補助一人３５，０００円

５月から翌年の２
月まで随時受付
をし、年度末には
受診者数を広域
連合に報告する。

広報等で周知し、被保険者から希望者を募り、人間ドック・
脳ドックの補助金を交付する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

2,100

事
業
費

広報等で周知し、被保険者から希望者を募った。
人間ドック　25,000円　脳ドック35,000円の受診者に
補助を行なった。

後期高齢者の健康保持増進と、疾病の早期発見・早
期治療を図る

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

脳ドック受診者数

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

2,100

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
後期高齢特別

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３　後期高齢者医療制度の適正な運営

高齢者の医療の確保に関する法律根拠法令保健事業費
補助金の有無

総
合
計
画

款

1,805

人間ドック受診者数

人

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

150

時間外

人

150

1,445 1,955

人
件
費

千円

単位

千円

12

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0.02

1,295

150

1,295

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 0.02

28

0.20

10,31310,152後期高齢者被保険者数 9,870

脳ドック受診者数

トータルコスト（ア）＋（イ） 3,600

50

28年度（目標）

31

10,467

30

成
果
指
標

活
動
指
標

42

2９年度（目標）

対
象
指
標

0.750.75

10,70010,500

1,500

10,600

0.175 1,313 0.1750.175

1,500

2,300

2,300 2,300

1,313

2,110

1,313

2,110

小施策
細目名

2,300

保健事業費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

21

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者人間ドック事業

事
業
期
間

関連計画
後期高齢者医療人間ドック険診事業

項 目
後期高齢者健康診査費

政策
小政策
施策

すべて委託

Ｈ２２ 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

○

政策的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度
茨城県後期高齢者医療広域連合
茨城県総合健診協会
石岡医師会病院
茨城県立中央病院

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率 概要のとおり

市単独

3,613

27年度（目標）

1,313

23年度（実績）

⑥
活動
指標

人間ドック受診者数

継続

人

後期高齢者被保険者数

29年度（計画）

人

%

2,300

0.175 1,313

2,300

共催者・関係団体

○

後期高齢者医療人間ドック健
診補助金1,025千円
後期高齢者医療脳ドック健診
補助金1,085千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

受診率



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

健康保険法等の改正により、平成20年度から老人医療制度が後期高齢者医療制度に変わり、高齢者の人口は増加の傾向にある。
後期高齢被保険者の健康維持・増進のため保健事業の強化を図り、病気の早期発見により医療費の増額を抑制する。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
人間ドック・脳ドック検診は、健康の保持増進のために必要である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

人間ドック等費用の助成をすることで、被保険者のさらなる健康の保持を図れる。受益者は
75歳以上の高齢者であり、受益者負担を増すことは困難。

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

人間ドック・脳ドック検診を受けて、早期の発見・早期治療を行うことにより、健康増進に繋
がるので有効である。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

被保険者の健康の保持増進を目的とした事業として、疾病の早期発
見、早期治療により医療費の抑制にも繋がり、後期高齢者医療制度の
健全な運営に寄与しており、現行どおり実施していく。総合評価

今後の方向性 現行どおり継続

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

健康維持の手段がなくなるので、医療費にも影響す
る。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
実施機関（病院など）との連携を密にして、実施していくので効率は高い。

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

現  状  維  持



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・国保連合会からの請求に対しての
支払
・療養給付費負担金に対する申請
書、実績報告書の作成報告

同上 同上

細目名

受診件数

実績報告申請回数

2９年度（目標）28年度（目標）

292,100

⑥
活動
指標

件
一般被保険者療養給付費支払件数

65,387

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

22事務事業番号
評価区分

評価外事業
退職被保険者等療養給付事業

金額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

療養諸費国保特会

一部委託 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

2,100

事業費

職員割合

20,655

266,000320,803

65,387

1,191

0.280

2,100

20,65520,456 19,772

25年度（実績）

1.10

2,100

284,633 268,100

6,188

19,772

手
段

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払い
を行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担
金、補助金の申請実績報告を行う。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

退職被保険者療養給付費支払件数

28年度（計画）

件

件

回負担金申請回数

退職被保険者療養給付費支払件数

回

26年度（実績）

8,250

8,250

26年度（実績）

3

0.83

成
果
指
標

293,660

件

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

8,250千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

278,445

国保加入者数

22,389

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

負担金申請回数

件

国保加入者

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

退職者国保加入者が療養の給付に
要した保険者負担分の費用を国保
連合会を通して各医療機関に支払
う。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.280 2,100

65,387

1.10 6,188

23年度（実績）

292,100

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
義務的経費

実施手法
―

④
対象
指標

国保加入者数
単位

負担金補助及び交付金
２６６，０００千円

⑤
成果
指標

回

千円

27年度（計画）

回

件

29年度（計画）

224,613 224,613

19,772

290,000

3

1,305 1,1471,290 1,147

3 3

20,456

2,100

44

受診件数

実績報告申請回数

4

19,772

3

1,147

3

4

27年度（目標）

金額 290,000

19,772

290,000

19,772

4

1,323

44

20,710

22,389

24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

20,710

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

293,660 290,000290,000278,445

2,1000.2802,1000.280

59,976

266,000

224,613

290,000

206,024

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

301,910

時間外

千円

人件費計（イ）

保険給付費 療養給付費

千円

事業費及び指標の推移

292,100

2,100

・国保連合会からの請求に対しての支払
・療養給付費負担金）に対する申請書、実績報告書の作成
報告

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

3

329,053

8,250

320,803

その他

千円

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

420571

成
果
指
標

件受診件数

千円金額

547 420451

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

政策 継続

記入日

―

義務的事業
―事務事業名

23年度（実績） 25年度（実績）

3,509

1,190 1,190

547571

2,7183,584

千円

事業費

手
段

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

一般財源

国庫支出金

財
源
内
訳

地方債

10,259

6,750

10,259

9,308

千円

3,584

千円

⑤
成果
指標

3,492

1.24

千円

千円

0.9001.40

千円

千円

25年度（実績）

同上

国保加入者が療養に要した保険者
負担分の費用を国保連合会、柔道
整復師等に支払う。

実施手法

事業費計（ア）

H28事業計画

―

10,500

千円

6,750

2,741 2,741

9,308

【DO】事務事業の実施

保険給付費

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

10,500

嘱託臨時 千円

時間外

24年度（実績） 26年度（実績）

2,741

他課の協力分

人件費計（イ）

事
業
費 その他

県支出金

人
件
費

10,500

退職国保加入者数 1,323 1,290人

457

1,191

10,500

14,084 13,992

6,750

12,026

420

24年度（実績） 26年度（実績）

職員割合

2９年度（目標）

退職被保険者療養費保険者支払分件数 件

単位指標区分

活
動
指
標

27年度（目標）

10,259

1.40

千円

10,259

6,750

420

3,5003,5003,5093,492

420

6,750

対
象
指
標

1,1901,305

3,509

768

2,741

H29事業計画
同上

単位
人退職国保加入者数

29年度（計画）

負担金補助及び交付金
３，５０９千円

・国保連合会からの請求に対しての支払
・柔道整復師からの請求に対しての支払
・補装具等国保加入者からの請求に対しての支払

施策
小施策

政
策
体
系

款予
算
科
目

会計
国保特会

小政策

療養諸費
項 目

２　国民健康保険の安定運営
細目名

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

義務的経費 根拠法令
関連計画

―
負担金の有無補助金の有無

所属部課名【PLAN】事務事業の計画

事
業
期
間

事務事業性質

総
合
計
画

国民健康保険法

２　社会保障

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

23

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

重要事務事業
総合計画実施計画

評価外事業
退職被保険者等療養事業

療養費

一部委託

27年度（計画）

0.900 6,7500.900 0.900

3,509

768

6,750

受診件数

４　【事業費の内容（決算額）】

3,509

768

単位

6,750

768

2,718 3,509

420

・例月国保連合会より送付される診療報酬の支払い
を行う。　・診療報酬保険者負担分に対しての負担
金、補助金の申請実績報告を行う。

23年度（実績）

⑥
活動
指標

退職被保険者療養費保険者支払分件

28年度（計画）

事業費及び指標の推移

件
③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

28年度（目標）

420 420

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

医療費の一部を市が負担することで国保加入者が安
心して医療機関の受診することができる。 件

１　【事務事業の全体概要及び背景】

５　事務事業の目的と手段

退職国保加入者

金額

３　【年度目標】

・国保連合会からの請求に対しての
支払
・柔道整復師からの請求に対しての
支払
・補装具等国保加入者からの請求に
対しての支払

目
的

H27事業計画



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

人口の減少等により国保被保険者は減少傾向にあるが、高齢化により医療機関受診頻度の比較的多い前期高齢者（６５～７４歳）は増加傾向にある
ため、医療費は増加傾向にある。

【CHECK】事務事業の一次評価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

【PLAN】事務事業の計画

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

一次評価結果

効
率
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

資源配分

総合評価

今後の方向性
評価理由

④取組状況

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・国保連合会からの現物高額療養費
の請求への支払い。
・被保険者からの償還払い高額療養
費の申請請求に対しての支払い。

同上 同上

細目名

2９年度（目標）28年度（目標）

44,465

⑥
活動
指標

件

8,322

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

24事務事業番号

退職被保険者高額療養事業

評価区分

評価外事業

支給率

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

高額療養諸費国保特会

一部委託 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

7,500

事業費

職員割合

31.0725.90

8,322

1,191

1.000

7,500

370376 370

25年度（実績）

1.25

7,500

8,183 40,545

8,183

370

手
段

・国保連合会より請求のあった現物分高額療養費、国
保加入者から請求のあった償還払い請求の支払い。
高額療養費の支払い分に対しての負担金、補助金の
申請実績報告を行う。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

退職被保険者高額療養費支払件数

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件退職被保険者高額療養費支払件数

26年度（実績）

9,375

9,375

26年度（実績）

1.09

成
果
指
標

24.49

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

9,375千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

29.15

退職国保加入者

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

国保加入者

医療費の自己負担分が高額となった被保険者の経
済的負担を軽減する。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

被保険者の自己負担分が政令で定
める額を超える場合高額療養費とし
て支給。負担金、補助金の申請、実
績報告を行う。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

1.000 7,500

8,322

1.25 8,183

23年度（実績）

44,465

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
義務的経費

実施手法
―

④
対象
指標

退職国保加入者
単位

負担金補助及び付金
３３，０４５千円

⑤
成果
指標

％

27年度（計画） 29年度（計画）

28,643 28,643

32.26

1,305 1,1471,290 1,147

7,500

370

1,147

27年度（目標）

支給率 32.2632.26

1,323

388

24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

324

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 36,96536,9650

7,5001.0007,5001.000

7,439

33,045

28,643

36,965

25,606

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

9,375

時間外

千円

人件費計（イ）

保険給付費 高額療養諸費

千円

事業費及び指標の推移

44,465

7,500

・国保連合会からの現物高額療養費の請求への支払い。
・被保険者からの償還払い高額療養費の申請請求に対して
の支払い。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

9,375

9,375

0

その他

千円

％



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

20.98

26年度（実績）

145 500

円 0.51

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

一人当たり支給額 5,097.008.27 4.01

375375

500

25年度（実績）

千円

9,375

24年度（実績）

375

520 875 875

13

23年度（実績）

209

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

209

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上国保連合会のデータに基づき、該当
者に通知する。支給申請のあった被
保険者に支給する。

同上

５　事務事業の目的と手段

医療費と介護保険の年間（前年８月
～７月）自己負担限度額を越えた部
分を支給する。

国保連合会のデータに基づき、該当者に通知する。支給申
請のあった被保険者に支給する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

100

事
業
費

32

国保連合会のデータに基づき、該当者に通知する。
支給申請のあった被保険者に支給する。

医療費と介護保険の年間自己負担限度額を越えた
部分を支給する。

一般国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

38

26年度（実績）

132

10 32

24年度（実績）

132

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令高額療養諸費

補助金の有無

総
合
計
画

款

金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

9,375

時間外

千円

9,375

9,388 9,584

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

1.25

13

9,375

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 1.25 1.09

24,94125,273一般国保加入者 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 8,283

500

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

100

2９年度（目標）

対
象
指
標

21.3921.39

23,37423,827

8,183

23,374

0.050 375 0.0500.050

8,183

500

170 170

375

145

48 166 166

375

49

小施策
細目名

170

132

32

保険給付費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

25

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

一般被保険者等高額介護合算療養
事業

事
業
期
間

関連計画
義務的経費

項 目
高額療養諸費

政策
小政策
施策

一部委託

単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

厚労省

補助率 国41%県9%

国・県補助

875

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

金額

継続

千円

一般国保加入者

29年度（計画）

円

500

166

0.050 375

500

共催者・関係団体

―

負担金補助及び付金
１４５千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

一人当たり支給額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
国保連合会のデータに基づき、該当
者に通知する。支給申請のあった被
保険者に支給する。

同上 同上

円

43

167.93

0.050

157

国保連合会のデータに基づき、該当者に通知する。
支給申請のあった被保険者に支給する。

手
段

新規・継続
開始年度

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

0.050 375

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

高額療養諸費

④
対象
指標

⑥
活動
指標

千円金額
③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

1.250

43

事業費及び指標の推移

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

26事務事業番号

退職被保険者等高額介護合算療養
事業

評価区分

退職国保加入者

国保連合会のデータに基づき、該当者に通知する。支給申
請のあった被保険者に支給する。

５　事務事業の目的と手段

目
的

後期基本計
画重点視点

所管省庁

―

義務的事業

目

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

項

評価外事業

細目名

活
動
指
標

0

対
象
指
標

1,191

一人当たり支給額

総
合
計
画

成
果
指
標

2９年度（目標）28年度（目標）

円

人

0 0

26年度（実績）

1.09

3758,183

27年度（目標）

8,183 9,375

375

8,183

9,375

9,375 0.050 375375

0

200

退職国保加入者
単位
人

29年度（計画）

負担金の有無
国民健康保険法

― ―
補助金の有無実施手法

根拠法令
関連計画

共催者・関係団体

負担金補助及び付金
０千円

３　【年度目標】

義務的経費

単年度繰返し

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

記入日

事務事業性質

事
業
期
間

重要事務事業
総合計画実施計画

所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

補助率

25年度（実績）

0 0

157

43

157

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

） 千円

9,375

時間外

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分

事
業
費

財
源
内
訳

職員割合

県支出金

千円

200 200

1,323 1,305 1,1471,290 1,147

575 575

9,375

575

千円

指標区分

0

375

200

退職国保加入者

174.37174.37174.37

小施策

小政策
施策

千円

千円嘱託臨時

事業費計（ア）

千円

千円

医療費と介護保険の年間自己負担限度額を越えた
部分を支給する。

単位

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

国保特会

一部委託

0

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

1.25

地方債

高額療養諸費

一般財源

その他

千円

①対象
(働きかける相手・もの）

予
算
科
目

会計 款

事業費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

医療費と介護保険の年間自己負担
限度額を越えた部分を支給する。

千円

国庫支出金

23年度（実績）

政
策
体
系

政策

27年度（計画）26年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】

保険給付費

千円

単位

0

25年度（実績）

0

24年度（実績）

9,375

9,375 1.25

23年度（実績）

0

千円

0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

9,3759,375

一人当たり支給額

200

1,147

金額 200

0



今後の方向性

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必
要
性
評
価

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

必要性

有効性

効率性

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

総合評価

④取組状況

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

10.60

26年度（実績）

226,017 252,575

千円 5.70

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

一人当たり支払額 9.307.23 7.68

375375

252,575

25年度（実績）

千円

9,375

24年度（実績）

375

226,392 252,950 252,950

146,388

23年度（実績）

182,704

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

182,704

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上１件当り８０万円のレセプトに係る拠
出金を国保連合会へ納付する。

同上

５　事務事業の目的と手段

高額な医療費の発生が国保の財政
に与える影響を緩和するため支出す
る。

１件当り８０万円のレセプトに係る拠出金を国保連合会へ納
付する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

191,553

事
業
費

63,143

１件当り８０万円のレセプトに係る拠出金を国保連合
会へ納付する。

高額な医療費の発生が国保の財政に与える影響を
緩和するため支出する。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

56,504

26年度（実績）

63,143

56,504 63,143

24年度（実績）

63,143

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令高額療養諸費

補助金の有無

総
合
計
画

款

支払金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

9,375

時間外

千円

9,375

155,763 192,079

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

1.25

146,388

9,375

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 1.25 1.09

24,94125,273国保加入者 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 199,736

252,575

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

191,553

2９年度（目標）

対
象
指
標

10.8110.81

23,37423,827

8,183

23,374

0.050 375 0.0500.050

8,183

252,575

375

226,017

113,009 126,289 126,289

375

小施策
細目名

63,143

63,143

保険給付費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

27

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

高額医療費共同事業医療費拠出事
業

事
業
期
間

関連計画
義務的経費

項 目
高額療養諸費

政策
小政策
施策

一部委託

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

厚労省

補助率 国1/4　県1/4

国・県補助

252,950

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払金額

継続

千円

国保加入者

29年度（計画）

千円

252,575

126,289

0.050 375

252,575

共催者・関係団体

―

負担金補助及び付金
２２６，０１７千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

一人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上

細目名

2９年度（目標）

1

28年度（目標）

376

⑥
活動
指標

支払額

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

28事務事業番号

高額医療費共同事業事務費拠出事
業

評価区分

評価外事業

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

高額療養諸費国保特会

一部委託 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

24,290

1

0.050

375

0 0

25年度（実績）

1.25

375

8,183 375

8,183

1

手
段

国保連合会に支出する。③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

円支払額

26年度（実績）

9,375

9,375

26年度（実績）

1.09

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

9,375千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

国保加入者

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

円

国保加入者

高額医療費共同事業の事務費を支出する。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

高額医療費共同事業に係る事務費
を支出する。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.050 3751.25 8,183

23年度（実績）

376

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
義務的経費

実施手法
―

④
対象
指標

国保加入者
単位

負担金補助及び付金
０千円

⑤
成果
指標

27年度（計画） 29年度（計画）

1 1

25,273 23,37424,941 23,374

375

23,827

27年度（目標）

25,666

24年度（実績）

0 0

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 110

3750.0503750.050

0

1

1

0

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

9,375

時間外

千円

人件費計（イ）

保険給付費 高額療養諸費

千円

事業費及び指標の推移

376

375

国保連合会から請求により支出する。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

9,375

9,375

0

その他

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

3.8

26年度（実績）

93 91

円 4.4

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

被保険者１人当りの納付額 3.83.8 4.3

375375

91

25年度（実績）

千円

375

24年度（実績）

375

468 466 466

114

23年度（実績）

95

95

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

95

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上・社会保険診療報酬支払基金からの
請求に基づき、毎月５日までに納付
する。

同上

・

後期高齢者医療制度による支援金
に係る事務費を社会保険診療報酬
支払基金に納付する。

・社会保険診療報酬支払基金からの納付書で毎月５日まで
に納付する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

106

事
業
費

社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき、毎月５
日までに納付する。

後期高齢者医療制度に対する支援金を納付する。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

106

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令後期高齢者支援金等

補助金の有無

総
合
計
画

款

納付金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

375

時間外

千円

375

489 470

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0.05

114

375

114

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 0.05 0.03

24,94125,273国保加入者数 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 294

91

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

106

2９年度（目標）

対
象
指
標

3.93.9

23,37423,827

188

23,374

0.050 375 0.0500.050

188

91

375

93

93 91 91

375

小施策
細目名

後期高齢者支援金等

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

29

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者関係事務費拠出事業

事
業
期
間

関連計画
義務的経費

項 目
後期高齢者支援金

政策
小政策
施策

一部委託

H20 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

市単独

466

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

納付金額

継続

千円

国保加入者数

29年度（計画）

円

91

91

0.050 375

91

共催者・関係団体

―

負担金補助及び交付金
９３千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

被保険者１人当りの納付額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・社会保険診療報酬支払基金からの
請求に基づき、毎月５日までに納付
する。

細目名

2９年度（目標）

91

28年度（目標）

466

⑥
活動
指標

納付金額

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

30事務事業番号

前期高齢者関係事務費拠出事業

評価区分

評価外事業

国保加入者１人当り納付金

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

前期高齢者納付金等国保特会

一部委託 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

3.83.8

24,290

91

0.050

375

106 93

25年度（実績）

0.05

375

294 468

188

91

手
段

・６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費の
不均衡を調整するため前期高齢者納付金を社会保
険診療報酬支払い基金を通じて納付する。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円納付金額

26年度（実績）

375

375

26年度（実績）

0.03

成
果
指
標

4.4

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

375千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

4.3

国保加入者数

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

千円

前期高齢者

６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に係る医療費に対
して納付金を納付する。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

前期高齢者納付金に係る事務費を
社会保険診療報酬支払基金に納付
する。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.050 3750.05 188

23年度（実績）

466

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

H18 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
義務的経費

実施手法
―

④
対象
指標

国保加入者数
単位

負担金及び交付金
９３千円

⑤
成果
指標

円

27年度（計画） 29年度（計画）

91 91

3.9

25,273 23,37424,941 23,374

375

23,827

27年度（目標）

国保加入者１人当り納付金 3.93.8

25,666

24年度（実績）

112 93

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

93

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

112

112 9191

106

106

3750.0503750.050

93

91

91

93

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

487

時間外

千円

人件費計（イ）

前期高齢者納付金等 前期高齢者納付金

千円

事業費及び指標の推移

466

375

・社会保険診療報酬支払基金からの請求に基づき、毎月５
日までに納付する。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

468

375

93

その他

千円

円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

8,814.00

26年度（実績）

29,000 29,000

部 9,394.70

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

国保加入者分 8,967.309,258.60 9,127.02

78,553

1,8751,875

29,000

25年度（実績）

千円

3,375

24年度（実績）

1,875

3,571 4,099 4,099

29,000

23年度（実績）

29,000

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

1,661

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上国保関係部分の内容の確認。　印刷
製本費の支出。国保以外分を繰り入
れる。

同上

５　事務事業の目的と手段

健康増進課を主体に編集を行い、笠
間市全世帯分の保健カレンダーを作
成。支出は国保特別会計からである
が、国保加入者以外分を人口より按
分して、一般会計より繰り入れする。

国保関係部分の内容の確認。　印刷製本費の支出（29,000
部）。国保以外分を繰り入れる。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

1,614

事
業
費

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

高齢者の医療の確保に関する法律根拠法令保健事業費
補助金の有無

総
合
計
画

款

作成部数

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

3,375

時間外

部

3,375

5,895 5,036

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0.45

2,520

3,375

千円

千円

県支出金

その他

職員割合 0.45 0.50

24,77225,273国保加入者 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 5,364

29,000

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

29,000

2９年度（目標）

対
象
指
標

78,083人人口（年度末）

8,681.098,663.78

23,37423,827

78,710 78,23979,161 78,396

3,750

79,227

23,374

0.250 1,875 0.2500.250

3,750

2,224

1,539 1,539

1,875

1,696

519 685 685

1,875

1,177

小施策
細目名

1,539

保健事業費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

31

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国保健康づくり推進事業（保健カレン
ダー）

事
業
期
間

関連計画
国保健康づくり推進事業

項 目
保健衛生普及費

政策
小政策
施策

一部委託

H18 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

政策的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

市単独

4,099

27年度（目標）

1,875

23年度（実績）

⑥
活動
指標

作成部数

継続

部

国保加入者

29年度（計画）

部

人

2,224

685

0.250 1,875

2,224

共催者・関係団体

―

印刷製本費　　１，６９６千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

人口（年度末）

国保加入者分



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

保健康カレンダーを作成、配布することは、健康診査の内容や予定、医療機関の情報、各種保健事業の内容、国民健康保険等の制度を周知する
ことであり、病気の予防、早期発見、更には医療費の削減につながると思われる。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
会員負担金分（平等割＋均等割）を
支払う。

同左 同左

細目名

2９年度（目標）

2,815

28年度（目標）

3,190

⑥
活動
指標

支払金額

2,815

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

32事務事業番号

国保連合会負担金事務

評価区分

評価外事業

国保加入者一人当たり支払額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

総務管理費国保特会

直営 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

118.48116.53

2,815

24,290

2,815

0.05

375

2,911 2,878

25年度（目標）

2,989

375

2,911 3,253

0

2,815

手
段

保険者として会員負担金を支払う。③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円支払金額

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

116.46

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

117.51

国保加入者

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

千円

国保加入者

国保連合会へ負担金を支払う。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

国保連合会へ保険者分として、会員
負担金を納付する。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.05 375

2,815

0

23年度（実績）

3,190

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無

国保連合会負担金事務

実施手法
―

④
対象
指標

国保加入者
単位

負担金補助及び交付金
２，８７８千円

⑤
成果
指標

円

27年度（計画） 29年度（計画）

118.51

25,273 23,37424,772 23,374

375

23,827

27年度（目標）

国保加入者一人当たり支払額 118.51118.14

25,666

24年度（実績）

2,989 2,945

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

2,945

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

2,989 2,8152,8152,911

3750.053750.05

2,911 2,878

2,878 2,815

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

2,989

時間外

千円

人件費計（イ）

総務費 連合会負担金

千円

事業費及び指標の推移

3,190

375

会員負担金分　平等割及び均等割（被保険者数×９６円）を
支払う。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

2,945

0

2,945

その他

千円

円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

13.51

26年度（実績）

196 322

円 6.70

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

国保一人当たり支払額 8.077.91 7.39

3,0003,000

322

25年度（実績）

千円

0

24年度（実績）

3,000

3,196 3,322 3,322

172

23年度（実績）

200

39

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

200

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同上同上 同上

５　事務事業の目的と手段

国民健康保険の運営に関する重要
事項について、市長の諮問に応じて
審議し答申する。委員12名

年間２回協議会を開催する。　委員及び会長の研修の旅
費、会議の報酬、県国保運営協議会負担金を支払う。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

183

事
業
費

年間２回の協議会の開催。
県会長会主催の「調査研究会」出席。

委員１２名　協議会の開催及び研修への参加。
県国保運営協議会負担金の納付。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

145

38

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令運営協議会費

補助金の有無

総
合
計
画

款

161

支払額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

172 200

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

172

0

39

133

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

24,77225,273国保加入者 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 183

322

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

183

2９年度（目標）

対
象
指
標

13.7813.78

23,37423,827

0

23,374

0.40 3,000 0.400.40

0

322

284 284

3,000

196

39 38 38

0

157

小施策
細目名

284

総務費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

33

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

国保運営協議会事務

事
業
期
間

関連計画
国保運営協議会事務

項 目
運営協議会費

政策
小政策
施策

直営

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

322

27年度（目標）

0

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払額

継続

千円

国保加入者

29年度（計画）

円

322

38

0.40 3,000

322

共催者・関係団体

―

報酬　１１７千円
旅費　　４０千円
需用費　　３千円
負担金補助及び交付金
36千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

国保一人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

755.00

26年度（実績）

17,472 17,985

円 669.25

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

国保加入者１人当たり支払額 719.00694.73 708.82

375375

17,985

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

375

17,847 18,360 18,360

17,177

23年度（実績）

17,558

17,558

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

17,558

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同左レセプト及び療養費支給申請書の件
数×単価分を毎月国保連合会へ支
払う。

同左

５　事務事業の目的と手段

レセプトの審査に係る手数料を国保
連合会へ支払う。

レセプト及び療養費支給申請書の件数×49円を毎月国保
連合会へ支払う。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

17,559

事
業
費

レセプト及び療養費支給申請書　件数×49円

審査支払手数料を国保連合会へ支払う業務

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

17,559

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特別

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令療養諸費
補助金の有無

総
合
計
画

款

支払金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

17,177 17,558

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

17,177

0

17,177

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

24,77225,273国保加入者数 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 17,559

17,985

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

17,559

2９年度（目標）

対
象
指
標

769.00769.00

23,37423,827

0

23,374

0.05 375 0.050.05

0

17,985

375

17,472

17,472 17,985 17,985

375

小施策
細目名

保険給付費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

34

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

審査支払手数料事務（国民健康保
険）

事
業
期
間

関連計画
審査支払手数料

項 目
審査支払手数料

政策
小政策
施策

一部委託

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

18,360

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払金額

継続

千円

国保加入者数

29年度（計画）

円

17,985

17,985

0.05 375

17,985

共催者・関係団体

―

役務費　　１７，４７２千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

国保加入者１人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

国民健康保険被保険者数は減少傾向にあるが、レセプト件数は逆に増加傾向にある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
被保険者からの申請に対して、制度
上の条件を満たした支出について給
付する。

同左 同左

細目名

2９年度（目標）

200

28年度（目標）

575

⑥
活動
指標

支払金額

62

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

35事務事業番号

一般被保険者移送事業

評価区分

評価外事業

一般国保加入者一人当たり支払金額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

移送費国保会計

一部委託 ○

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

1.510.00

62

23,099

200

0.05

12

375

0 35

25年度（目標）

375

0 410

0

200

手
段

療養の給付を受けるため、医師の指示により、医療機
関に移送されたときの費用を支給する。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円支払金額

26年度（実績）

12

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

0.00

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

0.00

一般国保加入者数

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

千円

一般国保加入者

一般被保険者の移送費の支払業務

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

一般被保険者が療養の給付を受け
るため病院又は診療所に移送された
ときに支給する。
　次のいずれかに該当した場合支給
される。
　1.移送により法に基づく適切な療養
を受けたこと。
　2.移送の原因である疾病又は負傷
により移動することが著しく困難で
あったこと。
　3.緊急その他やむを得なかったこ
と。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.05 375

62

0

23年度（実績）

54

12

575

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

国41％県9％

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

国・県補助 厚労省

補助率

H18

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無
一般被保険者移送費

実施手法
―

④
対象
指標

一般国保加入者数
単位

負担金補助及び交付金
３５千円

⑤
成果
指標

2

54549

円

27年度（計画） 29年度（計画）

72 72

9.16

23,968 22,18423,482 22,184

375

22,637

27年度（目標）

一般国保加入者一人当たり支払金額 9.028.84

24,343

24年度（実績）

0 0

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 2002000

3750.053750.05

11

35

72

200

13

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

0

時間外

千円

人件費計（イ）

保険給付費 一般被保険者移送費

千円

事業費及び指標の推移

575

375

医師の指示等、制度上の条件を満たした支出について給付
する。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

0

0

0

その他

千円

円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

87.00

26年度（実績）

0 100

円 0

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

退職被保険者１人当たり支払額 0.000 0

375375

100

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

375

397 475 475

0

23年度（実績）

0

0

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

0

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同左被保険者からの申請に対して、制度
上の条件を満たした支出について給
付する。

同左

５　事務事業の目的と手段

一般被保険者が療養の給付を受け
るため病院又は診療所に移送された
ときに支給する。
　次のいずれかに該当した場合支給
される。
　1.移送により法に基づく適切な療養
を受けたこと。
　2.移送の原因である疾病又は負傷
により移動することが著しく困難で
あったこと。
　3.緊急その他やむを得なかったこ
と。

医師の指示等、制度上の条件を満たした支出について給付
する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

0

事
業
費

療養の給付を受けるため、医師の指示により、医療機
関に移送されたときの費用を支給する。

退職被保険者の移送費の支払業務

退職被保険者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

0

0

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特別

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令移送費
補助金の有無

総
合
計
画

款

0

支払金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

0 0

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0

0

0

0

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

1,2901,305退職被保険者数 1,323

トータルコスト（ア）＋（イ） 0

100

28年度（目標）

1,191

成
果
指
標

活
動
指
標

0

2９年度（目標）

対
象
指
標

87.0087.00

1,1471,147

0

1,147

0.05 375 0.050.05

0

100

22 22

375

22

0 78 78

375

22

小施策
細目名

22

保険給付費

事務事業番号
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２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

退職被保険者移送事業

事
業
期
間

関連計画
退職被保険者移送費

項 目
退職被保険者移送費

政策
小政策
施策

一部委託

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

475

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払金額

継続

千円

退職被保険者数

29年度（計画）

円

100

78

0.05 375

100

共催者・関係団体

―

負担金補助及び交付金
０千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

退職被保険者１人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
国保連合会の請求に基づき支払う。

細目名

2９年度（目標）

5

28年度（目標）

155

⑥
活動
指標

支払金額

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

37事務事業番号

その他共同事業拠出事業

評価区分

評価外事業

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

共同事業拠出金国保特別

一部委託
１　【事務事業の全体概要及び背景】

150

事業費

職員割合

1,191

5

0.02

150

2 2

25年度（目標）

150

2 152

0

5

手
段

国保連合会へ支出③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円支払金額

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

退職被保険者数

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

千円

退職被保険者

退職者医療共同事業事務費拠出金の支払業務

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

「年金受給権者一覧表」掲載人員数
に基づく拠出金を国保連合会に支払
う。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.02 1500

23年度（実績）

155

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無

その他共同事業拠出金

実施手法

④
対象
指標

退職被保険者数
単位

負担金補助及び交付金
２千円

⑤
成果
指標

27年度（計画） 29年度（計画）

5 5

1,305 1,1471,290 1,147

150

1,147

27年度（目標）

1,323

24年度（実績）

3 2

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

2

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

3

3 55

2

2

1500.021500.02

2

5

5

2

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

3

時間外

千円

人件費計（イ）

共同事業拠出金 その他共同事業拠出金

千円

事業費及び指標の推移

155

150

国保連合会の請求に基づき支払う。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

2

0

2

その他

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

89.36

26年度（実績）

744,620 2,129,120

千円 27.48

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

国保加入者一人当たり支払額 30.6629.69 28.97

1,1251,125

2,129,120

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

1,125

745,745 2,130,245 2,130,245

705,377

23年度（実績）

750,230

750,230

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

750,230

地方債

４　【事業費の内容（決算額）】

同左毎月国保連合会へ納付する。 同左

５　事務事業の目的と手段

国民健康保険の財政の安定化を図
るため、１件当たり３０万円のレセプト
に係る拠出金を国保連合会へ納付
する。２７年度からは、１件１円以上の
レセプトが対象になるため、予算規
模が大きく増加する。

毎月国保連合会へ納付する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

717,574

事
業
費

1件当り30万円以上のレセプトに係る拠出金を国保連
合会へ納付する。

国保の財政の安定化を図るため拠出金支払業務

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

717,574

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令共同事業拠出金

補助金の有無

総
合
計
画

款

支払金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

705,377 750,230

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

705,377

0

705,377

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

24,77225,273国保加入者 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 717,574

2,129,120

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

717,574

2９年度（目標）

対
象
指
標

91.0991.09

23,37423,827

0

23,374

0.15 1,125 0.150.15

0

2,129,120

1,125

744,620

744,620 2,129,120 2,129,120

1,125

小施策
細目名

共同事業拠出金

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕
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２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

保険財政共同安定化事業拠出事業

事
業
期
間

関連計画
保険財政共同安定化事業拠出金

項 目
保険財政共同安定化事業拠出金

政策
小政策
施策

一部委託

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質 義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

2,130,245

27年度（目標）

1,125

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払金額

継続

千円

国保加入者

29年度（計画）

千円

2,129,120

2,129,120

0.15 1,125

2,129,120

共催者・関係団体

負担金補助及び交付金
７４４，６２０千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

国保加入者一人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

未定

細目名

2９年度（目標）28年度（目標）

376

⑥
活動
指標

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

39事務事業番号

国民健康保険財政調整基金事業

評価区分

評価外事業

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

基金積立金国保特会

直営

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合 0.05

375

25年度（目標）

375

0 20,375

0

手
段

平成２６年４月１日現在、積立額1,394,847円③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

国保加入者

急激な医療費の増加等に対応するため基金を確保
する。

指標区分

対
象
指
標

事
業
費

急激な医療費の増加に対応するた
め、基金を確保することが望ましい。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.05 3750

23年度（実績）

376

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18

事
業
期
間

根拠法令
関連計画

補助金の有無
財政調整基金積立金

実施手法

④
対象
指標

単位

積立金　　２０，０００千円

⑤
成果
指標

27年度（計画） 29年度（計画）

1 1

375

27年度（目標）24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

0

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0

0 11

0

0

3750.053750.05

20,000

1

1

20,000

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

0

時間外

千円

人件費計（イ）

基金積立金 準備金積立金

千円

事業費及び指標の推移

376

375

２０，０００千円の積み立てをすることができた。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

0

0

0

その他

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

一般国民資格喪失異動処理数

人

成
果
指
標

単位

一般国民資格喪失異動処理数

79

実施計画・事務事業評価共通調書

県支出金

事業費

一般被保険者世帯で遡及資格異動や過年度の所得修正
等者を抽出し更正後の税額を計算。
納付状況の確認を行い、還付者を把握、還付税額計算後、
還付通知を作成・送付。
届け出の有った指定口座への振込

一般被保険者世帯で、過年所得の
更正や、遡及して資格喪失等の異動
に伴い、過誤納金が発生した場合還
付する事務

0.36

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

直営
３　【年度目標】

―

記入日
所属部課名

平成27年3月31日
保険年金課

0千円 10,000

千円

0

新規・継続

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

40

一般被保険者保険税還付事務

評価区分

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

総
合
計
画

政策

２　社会保障

12,700

27年度（目標）

2,700

12,700 12,700

10,000

一般国保加入世帯の世帯主

一般国保還付金額 10,000

千円

職員割合

千円

対
象
指
標

12,500

千円

件数

件数

24年度（実績）

2,700

2９年度（目標）

100

200

28年度（目標）25年度（目標）

0

12,700

2,7002,700

10,000

2,700

25年度（実績）

事業費計（ア）

国保加入者

財
源
内
訳

一般財源

千円

千円

千円

千円

地方債

その他

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

24年度（実績）

0

0

0

0

嘱託臨時

国庫支出金

時間外

0 2,700

人

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

所得異動処理数

千円

千円

23年度（実績）

0

10,000

10,00010,000

2,700 0.360.36

200

12,400

26年度（実績）

200154

100

2,700

12,600

10,000 10,000 10,000

0.36

一般国保還付金額

件数

人

27年度（計画）

左に同じ
H28事業計画

単位

千円

左に同じ

５　事務事業の目的と手段

目
的

Ｈ１８ 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

補
助
単
独
区
分

市単独

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

継続
事
業
期
間

後期基本計
画重点視点

会計
国保特会

件数

―
４　【事業費の内容（決算額）】

一般国保加入世帯の世帯主④
対象
指標

H27事業計画

⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

予
算
科
目

⑥
活動
指標

諸支出金
款

・一般国保世帯で国保税（過年度分）の過誤納金還
付処理

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

項 目

手
段

所管省庁

補助率

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営
関連計画細目名

地方税法第１７条
実施手法 補助金の有無

根拠法令

小政策
施策

小施策

一般被保険者世帯で遡及資格異動
や過年度の所得修正等者を抽出し
更正後の税額を計算。
納付状況の確認を行い、還付者を把
握、還付税額計算後、還付通知を作
成・送付。
届け出の有った指定口座への振込

一般被保険者保険税還付金償還金及び還付加算金

一般被保険者保険税還付金
　　　　　　　　　　　　　10,000

10,000

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

10,000

28年度（計画）

所得異動処理数

負担金の有無

29年度（計画）23年度（実績）単位

千円

事業費及び指標の推移

12,7000

人
件
費

指標区分

活
動
指
標

他課の協力分

人件費計（イ）

0

0

100



　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

一次評価結果

①改革・改善案

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

必
要
性
評
価

効
率
性
評
価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

国保資格喪失については、早急な届出がされれば、歳出による還付件数・金額ともに減少すると考えられが、被保険者からは、他の保険証（社保）
に加入すれば自動的に国保は喪失になると思い込んでいる方々が多い。
所得異動については、過年分の修正申告や未申告者の遡及申告などが多い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

④取組状況
②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画
評価理由

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

退職被保険者世帯で遡及資格異動
や過年度の所得修正等者を抽出し
更正後の税額を計算。
納付状況の確認を行い、還付者を把
握、還付税額計算後、還付通知を作
成・送付。
届け出の有った指定口座への振込

左に同じ 左に同じ

細目名

2９年度（目標）

20

28年度（目標）

1,100

⑥
活動
指標

件数
退職国保資格喪失異動処理数

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

41事務事業番号

退職被保険者等保険税還付事務

評価区分

評価外事業

退職国保還付金額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

償還金及び還付加算金国保特会

直営 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

600

事業費

職員割合

200

800

20

0.08

600

3 20

4

25年度（目標）

600

0 800

0

20

20

手
段

・退職国保世帯で国保税（過年度分）の過誤納金還
付処理

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

所得異動処理数

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件数退職国保資格喪失異動処理数

件数所得異動処理数

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

退職国保加入世帯の世帯主

目

負担金の有無
地方税法第１７条

共催者・関係団体

件数

国保加入者

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

退職被保険者世帯で、過年所得の
更正や、遡及して資格喪失等の異動
に伴い、過誤納金が発生した場合還
付する事務

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.08 6000

23年度（実績）

1,100

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

Ｈ１８ 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無実施手法
―

④
対象
指標

退職国保加入世帯の世帯主
単位

退職被保険者保険税還付金
　　　　　　　　　　　　　　　200

⑤
成果
指標

千円

27年度（計画） 29年度（計画）

500 500

500

600 500

600

20

700

27年度（目標）

退職国保還付金額 500500

24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 5005000

6000.086000.08

200

500

500

200

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

0

時間外

千円

人件費計（イ）

諸支出金 退職被保険者保険税還付金

千円

事業費及び指標の推移

1,100

600

退職被保険者世帯で遡及資格異動や過年度の所得修正
等者を抽出し更正後の税額を計算。
納付状況の確認を行い、還付者を把握、還付税額計算後、
還付通知を作成・送付。
届け出の有った指定口座への振込

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

0

0

0

その他

千円

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

国保資格喪失については、早急な届出がされれば、歳出による還付件数・金額ともに減少すると考えられるが、被保険者からは、他の保険証に加入
すれば自動的に国保は喪失になると思い込んでいる方々が多い。
所得異動については、過年分の申告更正や遡及申告などが多い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

1

26年度（実績）

千円 57,198

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

償還金額 86,199127,002 125,424

375375

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

375

86,574 376 376

23年度（実績）

127,002

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

127,002

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同左補助金等の返還が生じた場合、遅延
なく償還する。

同左

５　事務事業の目的と手段

療養給付費等負担金、特定健康診
査等負担金等の前年度精算に伴
い、補助金の返還が生じた場合に支
出する事務。

補助金等の返還が生じた場合、遅延なく償還する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

125,424

事
業
費

療養給付費等負担金、特定健康診査等負担金の償
還

前年度精算に伴う補助金等の返還が生じた場合支出
する。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

125,424

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

国民健康保険法根拠法令償還金及び還付加算金

補助金の有無

総
合
計
画

款

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

0

57,198 127,002

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

57,198

0

57,198

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

24,77225,273国保加入者数 25,666

トータルコスト（ア）＋（イ） 125,424

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

2９年度（目標）

対
象
指
標

11

23,37423,827

0

23,374

0.05 375 0.050.05

0

1

375

86,199

86,199 1 1

375

小施策
細目名

諸支出金

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

42

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

償還金事務（国民健康保険）

事
業
期
間

関連計画
償還金

項 目
償還金事務

政策
小政策
施策

直営

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

376

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

継続

国保加入者数

29年度（計画）

千円

1

1

0.05 375

1

共催者・関係団体

―

償還金、利子及び割引料
８６，１９９千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

償還金額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H28事業計画 H29事業計画

一般国保で、過誤納還付金が発生し
た場合、還付する額や期間に応じ
て、国の定めによる割合を乗じ加算
金の計算・加算金通知の送付・指定
口座への振込

左に同じ 左に同じ

細目名

2９年度（目標）

50

28年度（目標）

1,400

⑥
活動
指標

一般国保還付加算金件数

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

43事務事業番号

一般被保険者保険税還付加算金事
務

評価区分

評価外事業

一般国保還付加算金

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

償還金及び還付加算金国保特会

直営 ―

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

900

事業費

職員割合

280

12,400

50

0.12

900

21

25年度（目標）

900

0 1,180

0

50

手
段

・一般国保世帯で国保税（過年度分）の過誤納金還
付加算処理

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

件一般国保還付加算金件数

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

一般国保加入世帯の世帯主

目

負担金の有無
地方税法第１７条の４

共催者・関係団体

件

国保加入者

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

一般国保で、国の定めによる加算金
が発生した場合に支払いする事務

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.12 9000

23年度（実績）

1,400

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
継続

平成27年3月31日

所管省庁

市単独

補助率

Ｈ１８ 単年度繰返し

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無実施手法
―

④
対象
指標

一般国保加入世帯の世帯主
単位

一般被保険者保険税還付加
算金　　　　　　　　　　　　　280

⑤
成果
指標

千円

27年度（計画） 29年度（計画）

500 500

500

12,600 12,700

900

12,500

27年度（目標）

一般国保還付加算金 500500

24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 5005000

9000.129000.12

280

500

500

280

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

0

時間外

千円

人件費計（イ）

諸支出金 一般被保険者保険税還付加算金

千円

事業費及び指標の推移

1,400

900

一般国保で、過誤納還付金が発生した場合、還付する額や
期間に応じて、国の定めによる割合を乗じ加算金の計算・加
算金通知の送付・指定口座への振込

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

0

0

0

その他

千円

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

国保資格喪失については、早急な届出がされれば還付加算金も減少するが、被保険者からは他の保険証に加入すれば国保は自動に喪失になると
思い込んでいる方々が多い。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

50

26年度（実績）

1 10

千円

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

退職国保還付加算金 1

150150

10

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

150

151 200 200

23年度（実績）

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

0

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

左に同じ

退職国保で、過誤納還付金が発生し
た場合、還付する額や期間に応じ
て、国の定めによる割合を乗じ加算
金の計算・加算金通知の送付・指定
口座への振込

左に同じ

５　事務事業の目的と手段

退職国保で、国の定めによる加算金
が発生した場合に支払いする事務

退職国保で、過誤納還付金が発生した場合、還付する額や
期間に応じて、国の定めによる割合を乗じ加算金の計算・加
算金通知の送付・指定口座への振込

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（実績）

0

事
業
費

・退職国保世帯で国保税（過年度分）の過誤納金還
付加算処理

国民健康保険の健全な財政運営を図るため、適正な
課税を行う。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

地方税第１７条の４根拠法令償還金及び還付加算金

補助金の有無

総
合
計
画

款

退職国保還付加算金件数

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

件

0

0 0

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0

0

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

退職国保加入世帯の世帯主

トータルコスト（ア）＋（イ） 0

10

28年度（目標）

800

成
果
指
標

活
動
指
標

2９年度（目標）

対
象
指
標

5050

500700

0

600

0.02 150 0.020.02

0

50

150

1

1 50 50

150

小施策
細目名

諸支出金

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

44

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

退職被保険者等保険税還付加算金
事務

事
業
期
間

関連計画項 目
退職被保険者保険税還付加算金

政策
小政策
施策

直営

Ｈ１８ 単年度繰返し

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

市単独

200

27年度（目標）

150

23年度（実績）

⑥
活動
指標

退職国保還付加算金件数

継続

件

退職国保加入世帯の世帯主

29年度（計画）

千円

50

50

0.02 150

50

共催者・関係団体

―

退職被保険者保険税還付加
算金
1

負担金の有無

27年度（計画）

単位

退職国保還付加算金



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

国保資格喪失については、早急な届出がされれば還付加算金も減少するが、被保険者からは他の保険証に加入すれば自動的に国保は喪失にな
ると思い込んでいる方々が多い。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
国保特別会計で収入した直営診療
施設分の特別調整交付金を病院会
計へ支出する。（交付金申請事務は
病院で行う。）

同左 同左

細目名

2９年度（目標）

3,518

28年度（目標）

3,893

⑥
活動
指標

特別調整交付金（市立病院分）

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

45事務事業番号

直営診療施設勘定補助事業

評価区分

評価外事業

支払金額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

公営企業費国保特別

直営

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

4,2358,018

3,518

0.05

375

6,067 4,235

25年度（目標）

375

6,067 4,610

0

3,518

手
段

市立病院の運営費及び施設整備費に係る特別調整
交付金（国庫）を一度国保会計に収入し、同額を病院
会計へ支出する。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円特別調整交付金（市立病院分）

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

3,466

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

6,067

目

負担金の有無
国民健康保険法

共催者・関係団体

千円

市立病院に係る特別調整交付金を市立病院会計へ
支出する。

指標区分

対
象
指
標

事
業
費

市立病院の運営費及び施設整備費
に係る特別調整交付金（国庫）を国
保特別会計に収入し、同額を市立病
院会計へ支出する。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.05 3750

23年度（実績）

3,466 6,067 3,518

3,893

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

100％

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度

平成27年3月31日

所管省庁

国補助 厚労省

補助率

H18

事
業
期
間

根拠法令
関連計画

補助金の有無

直営診療施設勘定補助

実施手法

④
対象
指標

単位

負担金補助及び交付金
４，２３５千円

⑤
成果
指標

3,5183,5184,235

千円

27年度（計画） 29年度（計画）

3,518

375

27年度（目標）

支払金額 3,5183,518

24年度（実績）

3,466 8,018

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

8,018

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

3,466 3,5183,5186,067

3750.053750.05

4,235 3,518

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

3,466

時間外

千円

人件費計（イ）

諸支出金 直営診療施設勘定補助金

千円

事業費及び指標の推移

3,893

375

国保特別会計で収入した直営診療施設分の特別調整交付
金を病院会計へ支出する。（交付金申請事務は病院で行
う。）

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

8,018

0

8,018

その他

千円

千円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

26年度（実績）

48 50

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

375375

50

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

375

423 425 425

68

23年度（実績）

58

58

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

58

地方債

４　【事業費の内容（決算額）】

同左厚労省で協議中 同左

５　事務事業の目的と手段

老人保健に係る事務費を経過措置と
して平成２６年度まで支出する。２７
年度以降は厚労省で協議中。

事務費を支払い基金に支出する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

25年度（実績）

51

事
業
費

社会保険診療報酬支払基金へ支出する。

老人保健の経過措置として事務費を支出する。

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

51

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

根拠法令老人保健拠出金

補助金の有無

総
合
計
画

款

支払金額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

68 58

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

68

0

68

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ） 51

50

28年度（目標）

成
果
指
標

活
動
指
標

51

2９年度（目標）

対
象
指
標

0 0.05 375 0.050.05

0

50

375

48

48 50 50

375

小施策
細目名

老人保健拠出金

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

46

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

老人保健事務費拠出事業

事
業
期
間

関連計画
老人保健事務費拠出金

項 目
老人保健医療費拠出金

政策
小政策
施策

直営

H18

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

補助率

425

27年度（目標）

375

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払金額 千円

29年度（計画）

50

50

0.05 375

50

共催者・関係団体

負担金補助及び交付金
４８千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
不測の支出が発生した場合対応する。同左 同左

細目名

2９年度（目標）

0

28年度（目標）

375

⑥
活動
指標

充用額

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

47事務事業番号

予備費管理事務（国民健康保険）

評価区分

評価外事業

執行率

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

予備費国保特会

直営

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

375

事業費

職員割合

0.000.07

49,725

0

0.05

375

51 0

25年度（目標）

375

51 375

0

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

千円充用額

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

0.14

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

0.15

予算額

目

負担金の有無

共催者・関係団体

千円

不測の支出に対応するため

指標区分

対
象
指
標

千円

事
業
費

不測の支出が発生した場合の対応と
して確保予算計上が必要となる。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0.05 3750

23年度（実績）

375

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度

平成27年3月31日

所管省庁

補助率

H18

事
業
期
間

千円

根拠法令
関連計画

補助金の有無
予備費

実施手法

④
対象
指標

予算額
単位

予備費　　０千円

⑤
成果
指標

％

27年度（計画） 29年度（計画）

0.00

77,430 33,620

375

19,584

27年度（目標）

執行率 0.000.00

25,337

24年度（実績）

3,453 58

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

58

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

3,453

3,453 00

51

51

3750.053750.05

0 0

0

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

3,453

時間外

千円

人件費計（イ）

予備費 予備費

千円

事業費及び指標の推移

375

375

不測の支出が発生した場合対応する。

25年度（実績）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

58

0

58

その他

千円

％



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

21

26年度（実績）

125 503

円

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

評価外事業

被保険者一人当たり支払額 5

1,5001,500

25年度（目標）

千円

0

24年度（実績）

0

1,625 2,003 0

23年度（実績）

⑤
成果
指標

事業費及び指標の推移

千円

財
源
内
訳

H28事業計画H27事業計画

事業費

0

地方債

―
４　【事業費の内容（決算額）】

同左

５　事務事業の目的と手段

社会保障・税制度の効率性、透明性
を高め、利便性の高い公平公正な社
会を実現するための社会基盤となる
「社会保障・税番号制度」を導入する
ため、システムの改修を行う。

番号制度対応に伴う国保システムを改修する。委託料を一
般会計から繰入する。

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

人

25年度（計画）

0

事
業
費

茨城計算センターへ委託する。

番号制度に対応するためのシステム整備する。

国保加入者

千円

【DO】事務事業の実施

26年度（実績）24年度（実績）

④
対象
指標

単位 28年度（計画）

実施手法

３　【年度目標】

２　社会保障

予
算
科
目

会計
国保特会

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２　国民健康保険の安定運営

社会保障・税番号法根拠法令総務管理費
補助金の有無

総
合
計
画

款

支払額

指標区分

他課の協力分

人件費計（イ）

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

0

時間外

千円

0

0 0

人
件
費

千円

単位

千円

千円

国庫支出金

千円

千円

千円

千円

嘱託臨時

0

0

千円

千円

県支出金

その他

職員割合

被保険者数

トータルコスト（ア）＋（イ） 0

28年度（目標）

24,290

成
果
指
標

活
動
指
標

2９年度（目標）

対
象
指
標

23,827

0 0.20 1,5000.20

0

0

503

1,500

125

0

125

小施策
細目名

総務費

事務事業番号

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

48

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

社会保障・税番号制度システム整備
事業（国民健康保険）

事
業
期
間

関連計画
社会保障・税番号制度システム整備事業

項 目
一般管理費

政策
小政策
施策

すべて委託

Ｈ26 Ｈ27

記入日
所属部課名

事務事業性質

―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

―

終了年度開始年度

平成27年3月31日
保険年金課

所管省庁補
助
単
独
区
分

厚労省

補助率 ３分の２

国補助

0

27年度（目標）

0

23年度（実績）

⑥
活動
指標

支払額

新規

千円

被保険者数

29年度（計画）

円

0

0

503

共催者・関係団体

○

委託料　１２５千円

負担金の有無

H29事業計画

27年度（計画）

単位

被保険者一人当たり支払額



必
要
性
評
価

有
効
性
評
価

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

必要性

有効性

効率性

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

資源配分

総合評価

今後の方向性

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

【CHECK】事務事業の一次評価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

評価理由

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

名称

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

総
合
計
画

H27事業計画 H28事業計画
同上

細目名

2９年度（目標）28年度（目標）

462

⑥
活動
指標

支払額

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

49事務事業番号

社会保障・税番号制度システム整備
事業（後期高齢）

評価区分

評価外事業

被保険者一人当たりの支払額

予
算
科
目

会計 款

５　事務事業の目的と手段

目
的

総務管理費後期高齢特別

すべて委託 ○

―

１　【事務事業の全体概要及び背景】

0

事業費

職員割合

2

10,467

86,400

375

21,600

25年度（目標）

375

0 397

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

活
動
指
標

【DO】事務事業の実施

28年度（計画）

円支払額

26年度（実績）

0

0

26年度（実績）

成
果
指
標

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人
件
費

0千円

県支出金

千円

国庫支出金 千円

千円

後期高齢者被保険者数

目

負担金の有無
社会保障・税番号法

共催者・関係団体

円

指標区分

対
象
指
標

人

事
業
費

社会保障・税制度の効率性、透明性
を高め、利便性の高い公平公正な社
会を実現するための社会基盤となる
「社会保障・税番号制度」を導入する
ため、システムの改修を行う。

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

0

87

0

23年度（実績）

0

重要事務事業
総合計画実施計画

義務的事業

開始年度

事務事業性質 補
助
単
独
区
分

２／３

後期基本計
画重点視点

新規・継続

記入日
所属部課名

―

保険年金課

終了年度
新規

平成27年3月31日

所管省庁

国補助 厚労省

補助率

Ｈ２６ Ｈ２７

事
業
期
間

人

根拠法令
関連計画

補助金の有無

社会保障・税番号制度システム整備事業(年金医療Ｇ)

実施手法
―

④
対象
指標

後期高齢者被保険者数
単位

委託料　２２千円

⑤
成果
指標

円

27年度（計画） 29年度（計画）

0

10,500

27年度（目標）

被保険者一人当たりの支払額 8

24年度（実績）

政
策
体
系

政策

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

小施策

小政策

項

地方債

千円

他課の協力分

23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

①対象
(働きかける相手・もの）

単位

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

0 000

3750.053750.05

22

22 87

24年度（実績）

千円嘱託臨時

千円

単位

施策

0

時間外

千円

人件費計（イ）

総務費 一般管理費

千円

事業費及び指標の推移

0

0

番号制度対応に伴う後期高齢者医療システムを改修する。
委託料を一般会計から繰入する。

25年度（計画）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

0

0

0

その他

千円

円



   　適切

   　適切

   　適切

全体総括（振り返り，反省点）

その他

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必要性

有効性

効率性

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

③前年度の改革・改善案

④取組状況

①改革・改善案

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価


